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第9回 今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会  

資料1－1  平成20年9月3日   

これまでの議論の整理と今後の検討の方向性（論点整理）  

【概  要】  

平成 2 0年 9 月 3 日  
今後の精神保健医療福祉の  

あり方等に関する検討会  

I「精神保健医療福祉の改革ビジョン」の策定と本検討会における議論の経過   

「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（平成16年9月策定。以下「ビジョン」と  
いう。）は、概ね10年間の精神保健医療福祉の見直しに関する具体的方向性を明示。  
ビジョンは、平成21年9月に中間点を迎えるところであり、後期5年間の重点施策  
群の策定が必要。   

本検討会では、「今後も、『入院医療中心から地域生活中心ハ』という基本的な方  
策を更に推し進め、精神障害者が地域において安心して自立した生活を送れるよう  
な社会としていく」との共通認識の下、精神保健医療福祉施策に関する抜本的見直  
しに向け、検討を開始。ここに、これまでの議論の整理を行うとともに、地域生活  
への移行・支援を中心に、今後の検討の方向性に関する論点のとりまとめを行う。  

Ⅱ 精神保健医療福祉（主に地域生活への移行・地域生活の支援に関するもの）   
の現状と評価  

1．精神障害者の状況  

（1）全般的状況   

○ 精神疾患患者は、平成11年以降急速に増加。特に外来患者で増加が顕著。   
精神病床の入院患者は、ほぼ同水準で推移。一般病床も含めて精神疾患を主傷  
病とする入院患者数は、認知症患者の増加を背景に年々増加。   

（2）入院患者の状況（静態）   

○ 精神病床の入院患者については、疾患別では、統合失調症患者が減少する一   
方、認知症患者が増加している。 年齢別では、65歳以上の高齢者の割合が増  
加しており、特に統合失調症患者で高齢化が顕著となっている。  

入院期間別では、1年未満入院患者数、1年以上5年未満入院患者数が増加  
する一方、10年以上入院患者数は減少。10年以上入院患者数の減少は統合失  
調症で顕著であり、1年未満入院患者数、1年以上5年未満入院患者数の増加  
は、認知症患者の増加が最も大きな要因であり、入院期間も長期化傾向。   

○ 今後、統合失調症患者を中心に地域生活への移行・支援を一層推進するとと  
もに、認知症患者への入院医療のあり方の検討が課題。  
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（3）入院患者の状況（動態）   

○ 精神病床では、1年未満の入院期間について、新規入院患者と退院患者が同  
程度増加し、入院の短期化が進行している一方で、入院期間1年以上の長期入  
院患者では、その動態に大きな変化がみられていない。   

○ 今後、急性期医療の充実により新たに入院する患者の早期退院を促すととも  
に、地域における医療・福祉等の充実により新たな長期入院患者を生み出さな  
いようにすることが課題。  

また、入院期間1年以上の長期入院患者について、どのように地域移行を進  
めその減少を図っていくかが課題。   

（4）受け入れ条件が整えば退院可能な患者の状況   

○ 患者調査の「受入条件が整えば退院可能」な患者は、入院期間、年齢、疾患   
によって様々であり、患者像に応じたきめ細かい対応が必要。その際、受入条   

件が整えば退院可能な患者以外の患者も念頭に置いて、地域生活への移行のた   

めの方策を検討することが必要。  

2．精神障害者の地域生活支援の現状  

（1）障害福祉サービスの現状   

○ 障害福祉サービスについては、障害者自立支援法により精神障害者福祉の基   
盤整備を進めるための制度的枠組みが整備されたが、施行後の状況を見ると、   
グループホームや居宅介護の利用状況に比べて、自立訓練（生活訓練）や就労   

移行支援、就労継続支援の利用がまだ不十分。   

（2）医療サービスの現状   

○ 精神科救急について、都道府県毎に機能が異なっており、どの地域でも適切   
な医療が受けられる体制の確保が課題。精神科デイ・ケア等の患者の症状・ニ   
ーズに応じた機能強化・分化や、精神科訪問看護の更なる機能の充実等が課題。   

（3）雇用支援の現状   

○ 企業における精神障害者の雇用の■更なる促進が課題。   

（4）障害者自立支援法に基づく相談支援の現状   

○ 地域自立支援協議会の設置、居住サポート事業の実施が不十分であり、市町   
村における相談支援事業の充実が課題。また、サービス利用計画作成費の活用   
が不十分であり、個々の精神障害者へのケアマネジメント機能の充実が課題。  
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3．精神保健医療体制の現状  

○ 精神病床数は、平成10年以降、ほぼ横ばいとなっており、現在でも依然高水   

準。精神科又は神経科を標梼する診療所は、一般診療所を大きく上回る勢いで   

増加。  
精神科医は、全体として増加傾向であり、特に診療所勤務で顕著。精神科病   

院の看護師、作業療法士、精神保健福祉士は、大きく増加しているが、諸外国   
と比較して医療従事者1人当たりの病床数が多くなっている。  

4．国民の理解の深化（普及啓発）の現状  

O 「精神疾患は誰もがかかりうる病気である」ことについての認知度は、ビジ   

ョンに掲げた目標の達成に向け一定の進捗。一方、うつ病等に比べ、統合失調   

症への理解に大きな遅れ。  
諸外国と比較すると、精神障害や精神障害者に対する理解が不十分であり、   

精神障害者に対する根強い偏見が存在。  
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Ⅲ 今後の精神保健医療福祉施策の基本的考え方  

1．基本的考え方  

（1）我が国の精神保健医療福祉施策の沿革   

○ 昭和25年の精神衛生法の制定以降、精神科病院への入院を中心とした処遇が   

進行。昭和39年のいわゆる「ライシャワー事件」を契機に、精神障害者の社会   
復帰の推進を図ったが、地域資源の不十分さを背景に、精神病床数が急速に増   

加し、措置入院患者数も急速な増加。  

精神科病院における人権侵害事件を契機とした精神障害者の人権擁護を求   
める声の高まりを受け、昭和62年に精神衛生法を改正し、名称も精神保健法へ   

変更。  
障害者基本法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、障害者自立支援   
法等を経て、入院処遇中心から地域移行への方向転換を図ってきたが、依然と  
して多くの長期入院患者が存在。   

（2）今後の精神保健医療福祉施策の基本的考え方   

○ 長期入院患者の問題は、我が国の精神障害者施策の結果であり、行政をはじ   
め関係者は、その反省に立ち、「入院医療中心から地域生活中心へ」との基本理   
念に基づき、今後の施策立案・実施に当たるべき。   

○ 精神障害があっても地域で安心して自立した生活を送ることができ、精神疾   
患に羅患しても早期に適切な医療にかかれる社会としていくことを基本的な考   
え方とし、以下の柱に沿って、施策を講ずるべき。   
1）精神疾患の早期発見・対応による重症化防止のための体制整備  

2）入院医療の質の向上や、地域生活を支える医療の整備を通じた入院の長期化や再入院の抑  

止  

3）入院患者の地域生活への移行及び地域生活の支援の一層の推進と、長期入院が必要な患者  

に対する適切な療養の提供   

○ 具体的施策については、以下の方向性でその推進を図るべき。  
①地域生活を支える支援の充実  

②精神医療の質の向上  

③精神疾患に関する理解の深化   

（彰長期入院患者を中心とした地域生活への移行・定着支援  

2．施策の推進体制等について  

○ 将来のあるべき姿（ビジョン）を示した上で、数値目標を定め、ロードマッ   

プを明確にし、必要な財源を確保しつつ個別の対策を講じ、定期的に進捗状況   
を評価するという一連の政策の流れを徹底すべき。  

○ 市町村を中心とした地域における検討・推進体制のあり方や制度上の位置付   

けも検討すべき。人的・財政的な基盤確保、障害福祉計画の充実、各種計画の   
相互関係の強化等も検討すべき。  
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Ⅳ 地域生活への移行及び地域生活の支援に関する今後の検討の方向  

1．検討の基本的方向性  

○ 以下の基本的考え方に沿って検討を行ってはどうか。  

・相談支援の充実強化を今後の施策の中核として位置付ける。  

・ ケアマネジメントや地域自立支援協議会の機能の充実を図る。  

障害福祉サービスと保健医療サービスの連携体制の充実を図る。  

2．施策の方向性について  

○ 受入条件が整えば退院可能な患者以外の患者も念頭に置くべき。  

○ 入院期間1年以上の長期入院者群に重点を置くべき。  

○ 新たな長期入院を生み出さないという基本的な姿勢に立って、地域生活への   
移行を促していくべき。  

○ 長期入院患者の特性毎にきめ細かい施策を講ずるべきl。その際、長期入院の   
高齢障害者にふさわしい支援のあり方について検討する、とともに、長期入院患   
者等が実際にどのような居住先や支援を必要としているか、更に詳細な分析を   
行い、本検討会に提示すべき。  

3．個別の論点  

（1）相談支援について   

○ 障害者自立支援法に基づく相談支援の充実、サービス利用計画作成費の対象   
者の拡大等ケアマネジメント機能の拡充について検討すべき。法制度的な位置   
付けの明確化等、地域自立支援協議会の機能の充実について検討すべき。  
地域生活を営む精神障害者への継続的な支援、家族に対する支援、ピアサポ   
ートの活用等、障害者自立支援法に基づくもの以外の相談機能の充実も検討す  
べき。   

○ 精神疾患の早期発見・早期対応の観点から、市町村を精神保健に関する第一   
線の相談機関として位置付けることも含め、行政機関の役割に関する制度上の   
明確化について検討すべき。  

行政機関と医療機関の役割分担のあり方や保健福祉分野と学校教育分野等   

の分野との連携の強化について検討すべき。   

○ 精神保健福祉士の役割、養成のあり方等、制度的対応を含めた見直しを検討  
すべき。  
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（2）地域生活を支える福祉サービス等の充実について   

○ 公営住宅の活用などグループホーム等の設置推進のための具体的方策、民間   

住宅の活用や公的保証人制度の普及策も検討すべき。  
優先枠設定やグループホーム活用等、公営住宅への入居促進のための取組に   

ついて、国土交通省・住宅部局との連携により強化を図るべき。   

○ 生活訓練の訪問型も含め訪問による生活支援の充実を検討すべき。また、精   
神症状が持続的に不安定な患者等への複合的なサービス提供のあり方につい   

て、これまでの研究成果にも留意しつつ検討すべき。  

本人による短期入所の利用を含め、入院予防的に、又は一時的休息のために   
利用するサービスのあり方について検討すべき。  

就労系の障害福祉サービスについて、その機能や雇用施策との連携のあり方   
を検討すべき。障害者就業・生活支援センターについて、質の向上を図りつつ   

すべての圏域での設置に努め、就労移行支援事業所等との連携を強化すべき。   
また、社会適応訓練事業について、これまで果たしてきた役割を踏まえつつ検   
討すべき。  

障害福祉サービスについてその他見直すべき点がないか検討すべき。   

○ 雇用支援の一層の推進、充実について引き続き検討ずべき。   

○ 家族を支援する体制整備、家族同士のピアサポートや、精神障害者を取り巻  
く者に対する支援等を検討すべき。   

○ 障害程度区分や障害者の所得確保施策のあり方を引き続き検討すべき。   

（3）地域生活を支える医療の充実について   

○ 精神科救急医療について、都道府県による体制確保や一般救急医療との連携   
について制度上位置付けることを検討すべき。   

○ 措置診察を含め精神科救急医療における精神保健指定医の確保のための具体   
的方策、例えば、5年毎の資格更新時に、措置診察の実施状況等を要件とする  
こと等について検討すべき。   

（4）入院中から退院・退所までの支援の充実について   

○ 退院・退所時の個別支援を行う機能や、地域資源の開発等、地域移行・地域   
定着に必要な体制整備を行う機能の充実について検討すべき。   

○ 入院・入所中から、試行的にグループホーム等での生活を体験できる仕組み  

を検討すべき。   

○ 退院支援を含めた病院の取組について、 その推進のための方策について更に  

検討すべき。  
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Ⅴ 精神保健医療体系の再構築に関する今後の検討の方向  

1．検討の基本的方向性  

○ 以下の基本的考え方に沿って検討を行ってはどうか。  

・ 医療制度全体に係る近年の取組の状況も念頭に置いて、精神保健医療の水準の向上を目   

指す。  

・病期や疾患に応じて医療機能のあり方を明示した上で、将来的な病床の機能分化や医療   

体制の姿を提示。  
・ その際、入院の短期化や、認知症患者の増加等の疾病構造の変化、認知症の体制の全体   

像に関する総合的な検討を踏まえ、機能に応じた病床の必要数を明確化し、これを踏まえて、   

地域生活支援体制の整備を進めるとともに、機能にふさわしい人員・構造等の基準を明らか   
にし適切な評価を行いつつ、統合失調症患者の地域移行促進等により、病床数の適正化を図  

る。  

・ 医療機能について、医療計画への記載等、制度的な対応を充実する。  

2。個別の論点  

（1）入院医療について   

○ 病期や疾患に応じた入院機能のあり方を明らかにし、病床機能分化の推進の   
ための具体的方策を検討すべき。   

○ 人員・構造等の基準、機能に応じた病床の必要数、機能強化の方策等、今後   
の精神病床のあり方を検討すべき。また、精神病床の人員配置やその評価、精   
神病室等に係る規制の見直しを検討すべき。   

（2）通院・在宅医療について   

○ 精神科デイ・ケア等の患者の症状等に応じた機能強化・分化や精神科訪問看   
護等の在宅医療の充実のための方策を検討すべき。その際、福祉サービスとの   
役割分担のあり方についても検討を行ってはどうか。   

（3）医療体制・連携について   

○ 相談体制、入院医療、通院・在宅医療のあり方の検討等を踏まえ、今後の精   
神医療体制のあり方を検討すべき。   
・ 精神科救急医療体制の充実   

・精神医療における病院・診療所の機能分担、連携のあり方   

・ 精神医療体制の制度的な位置付け   

・ 精神疾患と身体疾患を併せ持っ患者への医療提供のあり方   

・ 救急機能を含む一般医療と連携した精神医療の医療提供体制における位置付け   
・ 精神疾患の重症化の防止を図るための早期支援のあり方   

○ 他のサービス等との連携が必要な分野について、体制のあり方を検討すべき。   

特に、高齢の認知症患者について、精神病床や介護保険施設等の入院・入所機   
能のあり方を含めた体制の全体像を総合的に検討すべき。   

（4）人材の確保・資質の向上をはじめとした精神医療の質の向上について   

○ 医療関係職種の確保や琴質向上の方策や、薬物療法のあり方等精神医療の質   
の向上の観点から必要な取組について検討すべき。  
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Ⅵ 精神疾患に関する理解の深化（普及啓発）に関する今後の検討の方向  

1．検討の基本的方向性  

○ 精神疾患の早期発見・早期対応による重症化の防止を図ることを念頭に置い   
て、今後の具体的な普及啓発方策について検討を行ってはどうか。  

2．個別の論点  

○ 国民一般を対象とする普及啓発から、疾患や年代、対象者といったターゲッ  

トを明確化した普及啓発に重点を移していくことを検討すべき。あわせて、タ   

ーゲットに応じた効果的な普及啓発の手法や実施主体等も検討すべき。  

○ 早期対応の観点からの普及啓発は、学齢期等の若者とそれを取り巻く者をタ   

ーゲットとし、学校教育分野との連携等により、重点的に寒施することを検討。   
また、統合失調症に関する理解の進展を目標の1つとして重点的に実施するこ   
とについて検討すべき。   

さらに、地域移行の観点からの普及啓発についても、J行政自らが関係者の調   

整に当たることを含め効果的な方策について引き続き検討してはどうか。  

○ 普及啓発の効果を適切に評価するための指標について検討すべき。  

○ その他、精神障害者本人の身近にいる者や社会的な影響力の強い者に対する   

普及啓発等についても、 普及啓発方策全体の中で検討すべき。  

Ⅶ 今後の検討に向けて  

1．本検討会における今後の検討の進め方  

○ 本年中に、精神障害者の地域生活への移行・支援に関する事項について見直   
しの具体的内容をとりまとめ、障害者自立支援法の改正にあわせて具体化を目   
指す。  
その後、精神保健医療に関する議論を集中的に行った上で、平成21年夏を   
目途に、精神保健医療も含め、今後の精神保健医療福祉施策の全体像のとりま   
とめを目指す。  

2．精神病床数に関する取扱いについて  

○ 精神病床数に係る目標値の設定や今後の取組の方向性について、多くの意見   

があり、現段階では意見の集約に至っていないが、今後の検討の過程において、   

引き続き、議論を深めていく。  
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これまでの議論の整理と  

今後の検討の方向性【論点整理】  

平成20年9月3日  
今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会   



これまでの議論の整理と今後の検討の方向性（論点整理）  

平成 20 年 9 月 3 日  

今後の精神保健医療福祉の  

あり方等に関する検討会  

I「精神保健医療福祉の改革ビジョン」の策定と本検討会における議   

論の経過  

精神保健医療福祉の改革については、平成16年9月に厚生労働省に   
おいてとりまとめた「精神保健医療福祉の改革ビジョtン」（以下「ビジ   

ョン」という。）において、「入院医療中心から地域生活中心へ」とい   

う基本理念に基づき、「国民意識の変革」、「精神医療体系の再編」、「地  
域生活支援体系の再編」、「精神保健医療福祉施策の基盤強化」という   
柱が掲げられた。  

これまで、障害者自立支援法の制定や累次の診療報酬改定等、ビジ   

ョンに基づき、精神保健医療福祉の各側面にわたる具体的な施策が展   
開されてきている。 ビジョンは、概ね10年間の精神保健医療福祉の見   

直しに関する具体的方向性を明らかにしたものであるが、平成21年9   
月にその中間点を迎えるところであり、後期5年間の重点施策群の策   
定が必要となっている。  

本検討会においては、ビジョンに基づく取組の状況や、精神保健医   
療福祉を取り巻く状況等を踏まえながら、「今後も、『入院医療中心か   
ら地域生活中心へ』．という基本的な方策を更に推し進め、精神障害者   
が地域において安心して自立した生活を送れるような社会としてい   

く」との共通認識の下、精神保健医療福祉施策に関する抜本的見直し   
に向け、平成21年に予定されている障害者自立支援法の改正を念頭に、   
本年4月から検討を開始した。これまで、ビジョン策定後の取組の状   
況を中心に、議論を行ってきたところである。本検討会における議論   

は未だその途上であるが、ここに、これまでの議論？整理を行うとと   

もに、その議論を踏まえて、地域生活への移行及び地域生活の支援に   

関するものを中心に、重点的に対応が必要な事項について、今後の検   
討の方向性に関する論点のとりまとめを行う。  
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【これまでの開催状況】  

平成20年4月11日（第1回）  

○精神保健医療福祉の改革の経緯及び現状について  

平成20年5月 1日（第2回）  

○地域生活支援体制の充実について  

平成20年5月29日（第3回）  

○精神保健医療体系について  

平成20年6月19日（第4回）  

○精神疾患に関する理解の深化について   、  

○精神障害者の方からめヒアリング  

○地域移行の実践に関するヒアリング  

平成20年6月25日（第5回）  
O「精神病床の利用状況に関する調査」報告について  

○諸外国の精神保健医療福祉の動向について  

平成20年7月16日（第6回）  

○これまでの議論の整理と今後の検討の方向性について   

平成20年7月31日（第7回）  

○これまでの議論の整理と今後の検討の方向性（論点整理）（案）  

について  

平成20年8月21日（第8回）  

○有識者からのヒアリング  
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Ⅱ 精神保健医療福祉（主に地域生活への移行及び地域生活の支援に関   

するもの）の現状と評価  

1．精神障害者の状況  

（1）全般的状況  

O 「患者調査」（厚生労働省統計情報部）によると、精神疾患患者   

は平成11年以降急速に増加しており、特に、外来患者数は、平成  

11年に170万人であったものが、平成17年には267．5万人と、6   

年間で約1．6倍となっている。  

○ 入院患者については、「入院医療中心から地域生活中心へ」とい   

う方向を掲げてきたが、精神病床の入院患者は、一平成8年以降、   

32万人から33万人の間で推移している。また、精神病床以外に入   

院している患者も含め、精神疾患を主傷病として入院している者   

の数は、認知症患者の増加を背景として、平成11年で34．1万人、   

平成17年で35．3万人となっており、年々増加する傾向にある。  

（2）入院患者の状況 く静態）  

（疾患による分析）  

○ 患者調査（平成17年）によると、精神病床に入院する患者32．4   

万人のうち、統合失調症患者が19．7万人（61％）と最も多く、ア   

ルツハイマー病等の認知症患者が5．2万人（16％）で続いている。  

○ 平成11年からの変化をみると、統合失調症患者が1．5万人（7％）   

減少する一方で、認知症患者が1．5万人（42％）増加しており、   

高齢化の進行を踏まえると、今後、精神病床において、認知症を   
主傷病として入院する患者が更に増加する可能性がある。  

（年齢階級による分析）  

○ 患者調査によると、精神病床の入院患者の年齢分布は、65歳以   

上の高齢者の割合が増加を続けており、平成17年調査では13．9   

万人（43％）にのぼっている。  

○ 特に統合失調症患者についてみると、精神病床に入院する患者  
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の推計平均年齢は、平成5年に50歳であったが、平成17年には  

56歳となっている。  

（入院期間による分析）  

○ 患者調査（平成17年）によると、精神疾患入院患者の入院期間   
別の分布は、1年未満入院患者が約12．2万人（35％）、1年以上5   

年未満入院患者が約10．2万人（29％）、5年以上10年未満入院患   

者が4．7万人（13％）、10年以上入院患者が約8．1万人（23％）と   

なっている。  

○ これを平成11年と平成17年で比較すると、1年未満入院患者数   

が1．4万人（13％）、1年以上5年未満入院患者数が1．1万人（12％）   

増加する一方で、10年以上入院患者数は◆1．3万人（13％）減少し   

ている。   

l■  

○ また、疾患毎にみると、統合失調症では、1年未満入院患者と1   

年以上5年未満入院患者がそれぞれ22．9％及び25．3％である一方、  

10年以上入院患者の割合は35．9％となっている。うつ病を含む   

気分（感情）障害ではその6割強が1年未満入院患者であり、認   

知症では1年未満入院患者と1年以上5年未満入院患者がそれぞ   

れ約42％となっている。 このように、疾患によって入院期間によ   

る分布は大きく異なっている。  

また、入院期間が長期化するほど、総数に占める統合失調症患   

者の割合が増える傾向にあり、10年以上入院患者では約85％にの   

ぼっている。  

○ さらに、これを平成11年と平成17年の比較でみると、10年以   
上入院患者数の減少は統合失調症で顕著であり、．平成11年調査と   

の比較では、1．2万人（14％）の減少となっている。 1年未満入院   

患者数の増加は、■統合失調症やうつ病を含む気分（感情）障害で   

も増加しているものの、認知症で特に増加が著しく、その増加は、   

平成11年から平成17年までの問で1．1万人（43％）となってい   

る。また、1年以上5年未満入院患者数の増加は、主に認知症患者   

が平成11年から平成17年までの間で1．2万人（53％）増加して   

いることによるものであり、認知症患者で入院期間が長期化する   

傾向が示されている。  

○ 以上の現状を踏まえると、今後は、入院患者の高齢化も念頭に  
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置きながら統合失調症患者を中心に地域生活への移行及び地域生  

活の支援を一層推進するとともに、増加する認知症患者への入院  

医療のあり方の検討を行うことが課題となっている。  

（3）入院患者の状況（動態）  

（入院期間1年未満患者の動態）  

○ 精神保健福祉資料（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精   

神・障害保健課）によると、精神病床における年間新規入院患者   
数は、平成14年に33．2万人であったものが、平成15年では35．6   

万人（前年比2．4万人（7％）増）、平成16年では37．8万人（前   
年比2．2万人（6％）増）と、年々増加している。  

○ 他方、退院患者数についても、年間新規入院患者数と同程度の   
水準で推移しており、在院期間1年未満での退院が新規入院患者   

数の増加とほぼ同程度増加している。新規入院患者のうち入院期   

間1年以上に移行、つまり、新たに長期入院となる患者の数は、   
毎年5万人程度で横ばいとなっている。その結果として、病院報   
告（厚生労働省統計情報部）における精神病床の平均在院日数は   
短縮しており、平成18年には320日と、平成元年に比べ約180日   

短くなっている。  

○ また、精神保健福祉資料によると、精神病床における新規入院   
患者の87％が入院から1年以内に退院しており、平成11年と比較   
しても、その割合は高まっている。 また、退院患者のうち、在院   
期間が1年未満で退院した患者の割合も約87％と高くなっている。  

○ この事うに、精神病床においては、1年未満の入院期間について、   

新規入院患者と退院患者が同程度増加し患者の入れ替わりが頻繁   

に起こっており、入院の短期化が進んでいるといえる。  

○ 今後は、急性期医療の充実により新たに入院する患者の早期退   

院を促すとともに、地域における医療・福祉等必要なサービスの   

確保のための取組を更に強化することにより新たな長期入院患者   

を生み出さないようにすることが課題となっている。  

（入院期間1年以上患者の動態）  
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○ その一方で、在院期間1年以上での退院は毎年5万人弱で推移   

しているが、新たに入院期間1年以上となる患者数が毎年5万人   

程度であるため、その結果として、1年以上入院患者数は23万人   

弱で大きく変化していない。  

○ また、入院期間1年以上患者は全体の65％を占めているが、退   

院患者のうち、在院期間が1年以上で退院した患者の割合は約13％   

であり、そのうち転院や死亡による退院は2割以下となっている。   

これに対し、退院患者のうち、在院期間が5年以上で退院した患   
者の割合はわずか4％に止まり、そのうち転院や死亡による退院は   

7割以上となっており、入院期間が長期化するほど、退院患者にお   

ける割合が下がるとともに転院や死亡による退院の割合が高くな   

っている。  

○ このように、入院の短期化が進んでいる一方で帆入院期間1年   

以上の長期入院患者では、その動態に近年大きな変化がみられて   

おらず、今後、どのように地域移行を進め、長期入院患者の減少   
を因っていくかが課題となっている。  

（4）受け入れ条件が整えば退院可能な患者の状況  

（患者調査による分析）  

○ ビジョンでは、患者調査の「受入条件が整えば退院可能」な患   

者（平成14年調査で6．9万人）について、精神病床の機能分化・   

地域生活支援体制の強化等、立ち後れた精神保健医療福祉体系の   

再編と基盤強化を全体的に進めることにより、10年後の解消を図   

ることとしている。  

○ 平成17年患者調査では、精神病床の入院患者のうち、受入条件   
が整えば退院可能な患者は約7．6万人で約23％となっており、そ   
の詳細は以下のとおりとなっている。  

・入院期間別にみると、1年未満入院患者が約2．5万人（受入条   
件が整えば退院可能な患者の約33％）、1年以上5年未満入院患  
者が約2．2万人（同約30％）、5年以上10年未満入院患者が約1  
万人（同約14％）、10年以上入院患者が1．7万人（同約24％）  

となっている。  

・年齢別にみると、受入条件が整えば退院可能な患者のうち55  
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歳未満の患者は約30％、55歳以上の患者は約70％となっている。  

65歳以上の患者は45％を占めている。  

・疾患別でみると、統合失調症の患者が約4．4万人で約6割を  

占め、認知症患者が約1．3万人で約18％となっている。  

・疾患別の入院患者のうち、受入条件が整えば退院可能な患者  

の割合を入院期間別にみると、統合失調症では、入院期間1年  

未満で約24％、1年以上5年未満で約27％、5年以上10年未満  

で約16％となっているが、入院期間10年以上では約3分の1強   

と最も高くなっている。一方で、認知症では、入院期間1年未  

満で約45％、1年以上5年未満で約41％となっており、異なる  

分布となっている。  

○ このように、受入条件が整えば退院可能な患者は、入院期間、   

年齢、疾患によって様々となっており、地域生活への移行のため   

の方策を考えていくに当たっても、この点に十分留意し、患者像   

に応じたきめ細かい対応を図っていくことが必要である。  

（病床調査による分析）  

O 「精神病床の利用状況に関する調査」（平成19年度厚生労働科   

学研究こころの健康科学事業により実施。以下「病床調査」とい   

う。）では、「受入条件が整えば退院可能」な患者の割合は約34％   

に上っており、平成17年患者調査の結果よりも高い割合となって   

いる。  

○ 病床調査では、「居住先・支援が整った場合の退院の可能性」に   

ついても調査を行っており、これもあわせて分析を行うと、受入   

条件が整えば退院可能な患者のうち「現在の状態でも、居住先・   

支援が整えば退院可能」な患者は約16％（全体の約5％）、「状態   

の改善が見込まれるので、居住先・支援が整えば退院可能」な患   

者が約73％（全体の約25％）となっており、医師が「受入条件が   
整えば退院可能」という場合には、居住先や支援の確保の状況に   

加え、将来の状態の改善も見込んでいる可能性が示唆されている。  

○ 一方で、病床調査の結果によると、将来の状態の改善と居住先・   

支援の確保のいずれかが整えば退院が可能となる患者の割合が入   

院患者の6割強となっているが、その中には、現時点で「生命の   
危険は少ないが入院治療を要する」とされた患者が約45％（全体   

の約27％）含まれている。このようなことから、地域生活への移  
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行のための方策の検討に当たっては、受入条件が整えば退院可能  

な患者以外の患者についても念頭に置いて具体策を講じていくこ  

とが必要である。   

また、病床調査の結果によると、「状態の改善は見込まれず、居  

住先・支援を整えても近い将来退院の可能性なし」とされた患者  

が約40％いるが、このような患者の特性や状態像について、更に  

詳細に分析する必要がある。  

2．精神障害者の地域生活支援の現状  

（1）障害福祉サービスの現状  

○ 精神障害者が円滑に地域生活を送るためには、l住まいの場所を   
提供する機能や、精神障害者の自宅における日常生活に必要な支   

援を提供する機能、さらには、身近な日中活動の場を提供し、又   
は、地域生活の訓練や就労に向けた訓練を提供する機能等、地域   

において精神障害者の生活を支える様々な機能が確保されている   

ことが必要である。  

○ このような機能を担う障害福祉サービスについては、障害者自   

立支援法施行前から精神障害者社会復帰施設等として整備が進め   

られてきている。  

精神障害者社会復帰施設については、障害者自立支援法施行直   

前の平成18年には、施設数が約1．7千カ所（平成5年時点の約11   

倍、平成14年時点の約1．6倍）、利用者数が2．5万人以上（平成5   

年時点の約12倍、平成14年時点の約1．8倍）と大きな伸びを示   

しており、特に小規模通所授産施設、通所授産施設、生活訓練施   

設では、利用者数がそれぞれ9．1千人、7．7千人、4．4千人であっ   

た。なお、 

者施策推進本部決定）においては、平成18年度時点における施策   
の達成目標を定めている。障害者自立支援法の施行前の平成17年   

度末時点の状況をみると、同計画に達成状況が定められた施策（精   

神障害者地域生活支援センターの整備、精神障害者ホームヘルパ   

ーの確保、精神障害者グループホームの整備、精神障害者福祉ホ   

ームの整備、精神障害者生活訓練施設（援護寮）の整備及び精神   
障害者適所授産施設の整備）については、精神障害者グループホ   

ームの整備を除き、平成18年度の目標値の90％以上の水準を達成  
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している。精神障害者グループホームについては、平成18年度の  
目標として約1．2万人分の整備を掲げていたが、平成17年度末時  
点で約－8．5千人分（約70．8％）の整備にとどまっている。  

○ 障害者自立支援法においては、事業・施設体系を見直し、障害   
種別にかかわらずサービスを利用する仕組みを一元化するととも   

に、サービス提供の責任主体を市町村に統一し、これにより、精   
神障害者福祉の基盤整備を進める上での制度的枠組みが整備され   

た。  

○ 障害者自立支援法施行後の状況に関して、平成19年12月時点   
の精神障害者福祉サービスの状況をみると、グループホームや居   

宅介護では、精神障害者と知的障害者が同程度の割合で利用して   
いるが、その一方で、自立訓練（生活訓練）や就労移行支援、就   

労継続支援では、利用がまだ十分に進んでいないと考えられる。  

○ また、精神障害者社会復帰施設については、平成23年度末まで   
に、障害者自立支援法に基づく新体系サービスに移行することが   

求められているが、平成19年4月時点における移行状況によると、   

小規模通所授産施設で24．6％、通所授産施設で23．3％、生活訓練   

施設では6．6％、全体でも19．0％となっている。 このように、障   
害者自立支援法において新たに設けられた就労系の福祉サービス   

においては、新体系サービスへの移行割合が高くなっている状況   

にある。これは、身体障害及び知的障害と比べると平均して高く   

なっているが、その移行はまだ十分とはいえない。  

なお、小規模作業所については、障害種別のデータではないも   

のの、平成18年4月以降、順次、新体系サービス等（地域活動支   
援センターや個別給付サービス）へ移行しており、平成20年4月   

時点では、総数約5．8千か所のうち約3．2千か所（54．3％）が新   

体系サービス等に移行している。  

（2）医療サービスの現状  

○ 精神障害者については、入院治療が終了し退院した者も含吟、   
その多くが、安定した地域生活を送るために、外来医療、デイ・   
ケア等、訪問診療、精神科訪問看護等の通院・在宅医療の提供を   
通じた継続的な医療面での支援を必要とするほか、地域生活にお   

ける様々な変化に直面し症状が急変することがあり、救急医療や  
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入院医療による緊急の対応を必要とする場合がある。  

○ このため、精神障害者の地域生活を支援していく上では、福祉   
サービスの機能とあわせて、通院・在宅医療による日常的・継続   

的な医療の提供や、精神科救急医療による症状急変時における医   

療の提供、さらには、急性期の入院医療の提供を適切に担う機能   

が不可欠である。  

○ こうした地域生活を支える医療については、精神科救急におい   

て夜間・休日の電話相談件数や受診件数、入院件数も増加傾向が   

みられ、また、精神科デイ・ケア等や精神科訪問看護の利用者数   
が近年増加を続けており、一定の充実がみられているが、課題も   

残っている。  

○ 精神科救急については、平成20年度予算において、すべての精   

神科救急医療圏域における体制整備に資するよう事業の充実を図   

るとともに、診療報酬上もその充実のための対応を行ってきてい   

る。  

しかしながら、精神科救急医療体制の機能が都道府県によって   

大きく異なっており、地域の実状を踏まえつつ、どの地域でも適   
切な精神科救急医療が受けられる体制の確保を図っていくことが   

課題となっている。  

○ 精神科デイ・ケア等については、利用者のうち20歳以上40歳   

未満の者が35％、40歳以上65歳未満の者が53％と、比較的若い   
年齢層の利用が多くなっているが、一般就労の支援を図るなど精   

神障害者の地域生活を支える医療の提供を充実する観点から、患   
者の症状やニーズに応じた機能の強化や分化を図っていくことが   

課題となっている。  

○ 精神科訪問看護については、退院後の医療を提供する機能とし   
て患者や家族のニーズが高く、精神科訪問看護の実施により総入   
院日数が減少する等の効果がみられる。  

医療機関からの精神科訪問看護については、平成20年診療報酬   
改定において急性増悪時の算定要件の緩和を行うなどその充実を   

図ってきている。その一方で、訪問看護ステーションの約6割で、   

精神疾患を主傷病とする利用者への訪問が実施されていない。   

今後、精神障害者の地域生活を支える継続的な医療を提供する  
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観点から、精神科訪問看護の機能を更に充実していくことが課題  
となっている。  

（3）雇用支援の現状  

○ 病院から退院した者も含め地域生活を送る精神障害者の一般就   

労を支援し、又は、精神疾患を理由とした休職者・離職者等の職   
場復帰・雇用促進を支援する観点から、精神障害者に対する雇用   

支援を充実することは重要である。  

○ このような観点から、これまで、障害者雇用率制度における精   

神障害者の算定（平成18年4月施行）や、休職者に対する職場復   

帰、雇用継続に係る支援、平成20年度予算における「精神障害者   

ステップアップ雇用奨励金」の創設等、取組みの強化を図ってき   

たところである。  

○ 精神障害者の職業紹介状況をみると、新規求職申込件数は、平   

成13年度以降大幅な増加を続けており、平成19年度でみると、   
平成13年度の4．2倍以上であり、平成16年度と比較しても2．2   

倍以上となっている。  

就職件数でみても、平成19年度においては、平成13年度の5．2   

倍以上、平成16年度の約2．4倍となっている。  

また、精神障害者に対する職業訓練については、平成18年度に   

おける障害者委託訓練の受講者数は、平成16年度の約2．9倍、平   

成17年度の1．4倍以上となる等、大幅な増加をみせている。  

○ このように、精神障害者の就業は着実に進展しているが、一方   

で、精神障害者の雇用数は56人以上規模企業で0．4万人（平成19   

年6月）にとどまるなど、身体障害者や知的障害者と比較すると、   

大きく遅れており、今後、企業における精神障害者の雇用を更に   
促進することが課題となっている。  

（4）障害者自立支援法に基づく相談支援の現状  

（障害者自立支援法に基づく相談支援について）  

○ 精神障害者が安心して地域生活を営むためには、上記のような  
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様々な支援を結び付け円滑に利用できるように支援することが必  

要であり、そのため、個々の精神障害者の相談に継続的に応じそ  

の状況を把握するとともに、個々の精神障害者に応じた適切な支  
援へとつなぎ生活全体を支える機能が地域において確保されるこ  

とが不可欠である。  

○ 障害者自立支援法以前には、精神障害者からの相談への対応や   

必要な指導及び助言等を実施するものとして、精神障害者地域生   
活支援センターが位置付けられていた。  

○ 障害者自立支援法においては、こうした機能を相談支援事業と   
して位置付け、市町村を事業の責任主体とし、都道府県を相談支   
援事業のうち広域的な対応が必要なものを担う主体としている。  

（市町村における相談支援事業について）  

○ 相談支援事業を効果的に実施するためには、地域において障害   

者等を支えるネットワークを構築することが不可欠であるとの観   

点から、市町村においては、事業者、雇用、教育、医療等の関連   
する分野の関係者からなり、相談支援事業の中核的役割を果たす   
地域自立支援協議会の設置を図っている。  

また、市町村は、一般的な相談支援事業のほか、民間賃貸住宅   
への入居時の支援や夜間を含む緊急時の対応が必要な場合におけ   

る支援を行う「居住サポート事業」や、判断能力が不十分な障害   
者に対し障害福祉サービスの利用時に成年後見制度の利用を支援   

する「成年後見制度利用支援事業」等の相談支援事業を行うこと   

とされている。   

○ 一方で、こうした市町村における相談支援事業については、平   
成19年12月時点で地域自立支援協議会の未設置市町村が半数に   

上り、平成19年4月時点で居住サポート事業の未実施市町村が約   
9割となっているなど、課題が残っている。  

（個々の精神障害者に対するケアマネジメント機能について）  

○ また、個々の精神障害者の地域生活を支える様々なサービスを   
適切に結び付けて提供するためには、市町村における相談支援体   
制に加え、個々の精神障害者に対して個別のサービスの利用の調   
整を行い、その計画を作成する等の支援を行うケアマネジメント   

機能が重要である。   
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○ 障害者自立支援法においては、このような観点から、精神科病  
院からの退院時等に、障害者に対して、利用する障害福祉サービ   

スの種類、内容等を定めた計画の作成を行った場合にその費用を   

支給する「サービス利用計画作成費」の仕組みを設けているが、   

対象者が限定されている等の理由により、その活用が十分でない   

という課題がある。  

3．精神保健医療体制の現状  

○ 精神病床数は、平成10年以降、減少傾向が続いてはいるものの、   
ほぼ横ばいとなっている。病院類型でみると、特に、一般病院で   
の減少が著しく、平成10年と比べると6千床近く減少しているの   

に対し、精神科病院では、横ばいとなっている。・  
一方で、諸外国では、1960年代以降、一様に病床削減や地域生   

活支援体制の強化等の施策を通じて人口当たり病床数を減少させ   

てきている一方で、各国における精神病床の定義の違いを考慮す   

る必要があるが、我が国における精神病床数は、1960年代に急速   

に増加し、現在でも依然高い水準となっている。   

○ 精神科又は神経科を標樺する診療所数の推移をみると、一般診   

療所数も近年増加の一途をたどっているが、精神科又は神経科を   

標梼する診療所の増加はそれを大きく上回る勢いで増加しており、   

平成8年から平成17年までの間で、ほぼ1．5倍に増加している。  

○ 精神科医は、全体として増加傾向にあるが、精神科又は神経科   
を標梼する診療所数の増加の影響もあって、診療所に勤務する精   
神科医の増加が顕著である。平成6年と平成18年の比較でみると、   

病院に勤務する精神科医の増加が15％にとどまるのに対し、診療   
所に勤務する精神科医は、2．3倍に増加している。  

○ 我が国における医師以外の精神科医療従事者数については、精   

神科病院に勤務する看護師、作業療法士、精神保健福祉士の数は、   
平成11年以降大きく増加している。  

これを諸外国との比較でみると、人口当たり従事者数は、精神   
科看護師数は比較的高い水準にあるが、精神科ソーシャルワーカ   

ーの数は低い水準にとどまっている。さらに、人口当たり病床数  
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が多いことを背景として、医療従事者1人当たりの病床数は、精  
神科看護師、精神科ソーシャルワーカーのいずれでも諸外国と比  

較して多くなっている。  

4．国民の理解の深化（普及啓発）の現状  

○ ビジョンにおいては、「精神疾患は生活習慣病と同じく誰もがか   

かりうる病気であることについての認知度を90％以上とする」と   

いう達成目標を掲げているが、平成18年度時点では、「精神疾患   

は誰もがかかりうる病気である」との質問に対し、「そう思う」と   

答えた者の割合が50％弱、「ややそう思う」と答えた者を合わせる   

と約82％に上っており、ビジョンに掲げた目標の達成に向け一定   

の進捗がみられている。  

一方で、精神疾患に関する国民の理解について、疾患毎にその   

理解の状況をみると、うつ病等他の疾患に比べて、統合失調症に   

対する理解が大きく遅れている。  

○ また、平成19年の内閣府調査によると、「精神障害者の近隣へ   

の転居」について、ドイツやアメリカでは、7割以上が「意識せず   

接する」と回答し、4割は「全く意識せず気軽に接する」と回答し   

ているのに対し、我が国では、7割以上が「意識する」と回答して   

おり、精神障害や精神障害者に対する理解が十分に進んでいない   
ことを示している。その他の調査研究においても、同様に、 我が   

国における精神障害者に対する偏見の根強さが明らかとされてい   

る。  
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Ⅲ 今後の精神保健医療福祉施策の基本的考え方  

1．基本的考え方  

（1）我が国の精神保健医療福祉施策の沿革  

○ 我が国の精神保健医療福祉施策については、明治33年の「精神   

病者監護法」の制定まで法的な規制は存在していなかった。同法   

により、私宅、病院等での監置制度が設けられたが、私宅監置を   
容認していたため医療保健の面では極めて不十分であった。  

○ 戦後、昭和25年の精神衛生法の制定により、都道府県に対する   

精神科病院の設置義務付けや指定入院制度の創設を行い、それ以   

降、自宅や地域における処遇の問題を改善する観点から、精神科   

病院への入院を中心とした処遇が進められてきたも  

○ その後、昭和39年にはいわゆる「ライシャワー事件」が起こり、   

昭和40年には通院公費負担制度を創設し、在宅精神障害者の訪問   

指導・相談事業を強化する等の療神衛生法の改正が行われた。こ   

の改正以降、精神障害者の社会復帰の推進を図ったものの、我が   

国においては、医療、福祉等の精神障害者の地域生活を支える資   

源が不十分であり、この時期に精神病床数を急速に増加させた。   

また、昭和36年10月の精神衛生法の改正による措置入院費の国   

庫補助率の引き上げ等を背景として、措置入院患者数についても、   
昭和35年の約1．2万人が昭和45年には約7．7万人でピークに達   
するなど急速な増加をみせた。  

○ さらに、その後、昭和59年に起こった、精神科病院における無   

資格者による診察等の実施や看護助手らによる暴行が行われた事   

件等、精神科病院における人権侵害事件を契機に、入院患者をは   

じめとする精神障害者の人権擁護を求める声が高まり、それを背   

景に、昭和62年には、精神障害者の人権に配慮した適正な医療及   

び保護の確保と精神障害者の社会復帰の促進を図る観点から、任   

意入院制度の創設や精神医療審査会の創設等を内容とする精神衛   

生法の改正が行われ、法律の名称も精神衛生法から精神保健法へ   

と改められた。  
●  

○ 障害者基本法（平成5年）、精神保健及び精神障害者福祉に関す  
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る法律（平成7年）、障害者自立支援法（平成17年）の成立等を  

経て、入院処遇中心から地域移行への方向転換が図られてきたが、  

地域生活を支える医療・福祉サービスの提供体制が十分でないこ  

とや、我が国における精神疾患や精神障害者への理解が十分でな  
かったこと等の理由により、その成果は未だ十分でなく、依然と  

して多くの長期入院患者が存在している。  

（2）今後の精神保健医療福祉施策の基本的考え方  

○ このように、現在の長期入院患者の問題は、入院医療中心であ   
った我が国の精神障害者施策の結果であり、行政をはじめ関係者   

は、その反省に立った上で、「入院医療中JL、から地域生活中心へ」   

という基本理念に基づいて、今後の施策の立案・し実施に当たるべ   

きである。  

○ 精神保健医療福祉施策に関しては、今後も、精神保健及び精神   
障害者福祉に関する法律及び障害者自立支援法に則り、また、障   

害者権利条約等の国際的な動向も踏まえつつ、「入院医療中心から   

地域生活中心へ」という基本理念に基づく方策を更に推し進め、   

精神障害があっても地域において安心して自立した生活を送るこ   

とができるようにするとともに、精神疾患に躍患した場合にも早   

期に適切な医療にかかれるような社会としていくことを基本的な   

考え方とし、以下の柱に沿って、施策を講ずるべきである。  

1）精神疾患の早期発見・早期対応による重症化の防止のための体   
制の整備   

2）急性期入院医療の充実等による入院医療の質の向上や、精神科   

救急医療、精神科訪問看護等地域生活を支える医療の整備を通じ   

た入院の長期化や再入院の抑止   

3）地域における福祉サービス・医療サービス等の充実を通じた入   

院患者の地域生活への移行及び地域生活の支援の一層の推進と、   

長期入院が必要な患者に対する適切な療養の提供  

○ 具体的施策については、上記の基本的な考え方や施策の柱を踏   

まえて、以下の方向性でその推進を図るべきである。  

（D地域生活を支える支援の充実  

精神障害者が、地域において質が高く適切な福祉サービスや  

医療サービス等の必要な支援を十分に受けることができる体制  
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作りを行う。  

②精神医療の質の向上  

救急医療の整備、入院医療の急性期への重点化等、疾患や病   

期に応じて人権に配慮した適切な医療が提供されるとともに、   

精神医療の質が向上することにより、精神障害があっても、地   

域において安心して生活を営み、かつ、入院した場合でもでき   

る限り早期に地域生活に戻ることができる体制作りを行う。  

③精神疾患に関する理解の深化  

精神疾患に関する正しい理解が進み、精神疾患にかかった場   

合でも早期に適切な対応が行われ、かつ、精神障害者が地域の   

住民として暮らしていくことができる社会を構築する。  

④長期入院患者を中心とした地域生活への移行・定着支援  

①から③までの取組を進めることにより、既に長期にわたり   

入院している精神障害者を中心として、それぞれの特性を踏ま   

えっっ、地域生活への移行・定着をはじめとして、入院から本   

人にふさわしい生活への移行・定着までが、円滑に行われる流   

れを作る。  

2．施策の推進体制等について  

○ 上記の考え方に基づき、精神保健医療福祉施策を推進していく   
に当たっては、将来のあるべき姿（ビジョン）を示した上で、可   

能な限り、客観的な指標に基づく明確な数値目標を定め、それを   

実現するためのロードマップを明確にし、必要な財源を確保しつ   

つ個別の対策を講じ、更に定期的にその進捗状況を評価するとい   

う一連の政策の流れを徹底すべきである。  

○ また、精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援等の   

施策が着実に推進されるよう、市町村を中心とした地域（都道府   

県・政令指定都市、保健所設置市区、その他の市町村等）におけ   
る検討・推進体制（当事者の施策立案過程への参画を含む。）のあ   

り方や制度上の位置付けについても検討すべきではないか。  

その際、市町村等における人的・財政的な基盤の確保や、地域   
における施策の推進体制の強化等のための障害福祉計画の充実、   

医療計画と障害者計画や障害福祉計画との関係をはじめとする各   

種計画の相互関係の強化のための方夷等についても検討すべきで   
はないか。  
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○ なお、上記のビジョンの提示や数値目標の設定、ロードマップ   

の明確化については、本年末に予定されている本検討会の中間ま   
とめや来年夏頃に予定されている本検討会の最終まとめにおいて   

具体的に示すことを目指して今後検討を行うこととし、具体的施   
策の検討については、ⅣからⅥまでで示す方向性に沿って進める   

こととしてはどうか。  

－18 －   



Ⅳ 地域生活への移行及び地域生活の支援に関する今後の検討の方向  

1．検討の基本的方向性  

○ 精神障害者を取り巻く現状や、検討会におけるこれまでの議論   

を踏まえ、今後、地域生活への移行及び地域生活の支援について   

は、以下の基本的考え方に沿って検討を行ってはどうか。  

・ 障害者自立支援法に基づくものをはじめとする相談支援につ  

いては、日常の継続的な支援や緊急時の支援を通じて、精神障  
害者が安心して地域生活を営むことを支えるとともに、地域生  

活を営む精神障害者に対する様々な支援を結び付け円滑に利用  

できるようにする重要な機能であり、その充実強化を今後の施  

策の中核として位置付ける。  

・ 地域における相談支援が十分に機能するためにも、多様な支  

、援を必要とする精神障害者に対してケアマネジメントを行う機  

能の充実を図るとともに、相談支援の中核を担う地域自立支援  

協議会についてもその機能の充実を図る。  

・ 精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援について  

は、障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスと保健医療サ  

ービスの密接な連携の下で行われることが不可欠であり、その  

体制の一層の充実を図る。  

2．施策の方向性について  

○ 病床調査の結果を踏まえ、地域生活への移行に係る施策につい   

ては、受入条件が整えば退院可能な患者以外の患者も念頭に置い   

て行うべきではないか。  

○ また、患者調査では、受入条件が整えば退院可能な患者の約3   

分の1は入院期間1年未満の患者であるが、精神病床における新   
規入院患者の87％が入院から1年以内に退院していることや1年   

以上の長期入院患者の動態が大きく変化していないことを踏まえ、   

今後、数値目標の設定をはじめ、住まいの場の確保等の施策に関   
する検討を行うに当たっては、入院期間1年以上の長期入院者群   
に重点を置くべきではないか。  

○ 一方で、新たに入院期間1年以上になる患者が毎年約5万人生  
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じており、今後は、新たな長期入院を生み出さないという基本的  

な姿勢に立って、入院医療の充実、通院・在宅医療等地域生活を  
支える医療や生活支援を含めた福祉サービスの確保、精神障害者  

が入院予防的に、又は、】時的な休息を取るために利用するサー  
ビスの確保等の施策を通じて、地域生活への移行を促していくべ  

きではないか。  

○ 長期入院患者は、疾病や入院期間、年齢等、その特性が多様で   

あることから、住まいの場や医療・福祉サービスの確保等につい   

ては、その特性毎にきめ細かい議論を行い、具体的施策を講ずる   

べきである。  

その際、特に長期にわたり入院し、日常生活動作能力や社会適   

応能力の低下に対する支援が必要となっている高齢障害者にふさ   

わしい支援のあり方について、検討してはどうか。  
ヽ  

○ なお、具体的方策の検討に当たっては、長期入院患者等が実際   

にどのような居住先や支援を必要としているかを把握することが   

必要であることから、病床調査について、更に詳細な分析を行い、   

本検討会に提示すべきである。  

3．個別の論点  

（1）相談支援について  

（地域生活の拡充のための相談支援について）  

○ 精神障害者の地域生活の支援を一層充実する観点から、現在、   

都道府県の行う「精神障害者地域移行特別対策事業」が主に担っ   

ている病院や施設からの退院・退所時の支援に加え、民間住宅等   

への入居時や地域生活における緊急時の支援、成年後見制度等の   

精神障害者の権利擁護に関わる支援等、個々の精神障害者が適切   

な支援を受けられるよう、その評価や地域における体制のあり方   
も含め、障害者自立支援法に基づく相談支援の充実について検討   

すべきではないか。  

○ 精神障害者の地域生活支援において適切なケアマネジメントが   

行われるよう、サービス利用計画作成費について、対象者の拡大   
や現在支給決定後に作成することとなっている取扱い の見直し等、  

－20－   



相談支援におけるケアマネジメント機能の拡充について検討すべ  

きでないか。  

○ 市町村における相談支援体制において中核的役割を担う地域自   

立支援協議会については、その機能の現状について検証を行うと   

ともに、今後その設置を促し機能の強化を図っていく観点から、   
地域自立支援協議会の法制度的な位置付けの明確化を含めその機   

能を充実することについて検討すべきではないか。  

○ また、民間賃貸住宅等において地域生活を営む精神障害者に対   

する継続的な相談支援の充実や、医療機関等における相談機能の   

充実、精神障害者の家族に対する支援、ピアサポートの活用、コ   
ミュニティワークの充実等、障害者自立支援法に基づくもの以外   

の相談機能の充実についても検討すべきではないか。  

ヽ  

（精神疾患の早期発見・早期対応の観点からの相談体制について）  

○ 上記のような障害者自立支援法に基づく相談支援に加え、精神   

疾患の早期発見・早期対応の観点から、相談支援における行政機   

関の役割の充実を図ることが重要である。障害者自立支援法の制   

定に伴い、精神障害者福祉に関する相談指導は市町村に「元化さ   

れているが、精神保健に関する相談指導については市町村には努   
力義務が課されているにとどまり、保健所が第一線の機関として   

位置付けられている。 一方で、市町村における相談指導の実施件   

数が増加していることに加え、保健所と市町村が実施した精神保   

健福祉相談の内容については、その傾向に大きな差異がみられな   

い。  

こうしたことを踏まえ、精神障害者福祉だけでなく、精神保健   
の分野についても、相談指導の実施について市町村を第一線の相   

談機関として位置付けることも含め、市町村、保健所、精神保健   
福祉センターといった行政機関の役割について、制度上明確化す   
ることについて検討すべきではないか。  

○ また、行政機関と医療機関の相談体制における役割分担のあり   

方、保健福祉分野と学校教育分野等その他の分野との連携の強化   
についても検討してはどうか。  

（精神保健福祉士の養成のあり方等の見直しについて）  

○ 精神保健福祉士については、精神科病院等において、精神障害  
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者に対し社会復帰に関する相談援助を行う専門職種として位置付  

けられているが、制度の施行から現在までの間の役割の変化を踏  

まえ、「精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会」におけ  

る検討結果に基づき、本検討会等における意見も踏まえながら、  

その役割や養成のあり方等について、制度的な対応を含めて見直  

しを検討すべきではないか。  

（2）地域生活を支える福祉サービス等の充実について  

（住まいの場の確保について）  

○ 住まいの場については、精神障害者が地域生活を営むに当たり   

最も重要な基盤の1つであるが、病床調査の結果をみると、実際   
に退院した患者の約8害りは退院後自宅（家族と同居又は単身で入   

院前と同じ住居）に居住している。 一方で、病床調査では、退院   

後に自宅以外に居住するニーズがあることが明らかとなっており、   

自宅への退院が困難な患者の退院が遅れている可能性が示唆され   

ている。このことを踏まえると、自宅以外の居住の場の確保のた   

めの方策を講ずることが必要となっている。  

○ このような観点から、グループホーム、ケアホームについて、   

公営住宅の活用促進や、その評価の見直しを含め、その設置を推   
進するための具体的方策について、検討を行うべきではないか。  

また、民間住宅の活用を推進するための具体的方策や、公的保   
証人制度の更なる普及のための方策についても検討を行ってはど   

うか。  

○ 住まいの場の選択肢の1つである公営住宅については、現在、   
精神障害者の単身入居が認められているとともに、公営住宅をグ   

ループホームとして活用することも可能となっているが、今後、   

精神障害者の優先枠設定による入居促進、グループホーム活用促   

進等、精神障害者の入居を促進するための取組について、国土交   
通省や、自治体においても住宅部局との連携を強化し、更なる強   
化を図るべきではないか。  

（生活支援等障害福祉サービス等の充実について）  

○ 精神障害者の地域生活においては、継続的に生活支援を行うこ   

とが重要であることから、来所による相談支援に加え、訪問を通  
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じた生活支援を行う機能について、現行の生活訓練の訪問型を含  

め、その充実を検討すべきではないか。   

さらに、緊急時の相談支援やケアマネジメント機能の充実、訪  

問看護等在宅医療の充実を踏まえて、精神症状が持続的に不安定  

な患者を含め地域生活を営む精神障害者に対する複合的なサービ  

ス提供のあり方について、これまでの研究成果にも留意しつつ検  

討すべきではないか。  

○ 精神障害者本人による短期入所の利用の拡大を含め、精神障害   

者が入院予防的に、又は、一時的な休息を取るために利用するサ   

ービスのあり方について検討すべきではないか。  

○ 就労や日中活動は、生活のための収入を得ることだけでなく、   

社会の中で役割を持ち、生きがいを見つけ、自己実現を図ること   

に資するものであり、地域生活への移行を進めるに当たっての重   

要な要素である。  
このため、就労系の障害福祉サービスについて、現在果たして   

いる機能や雇用施策との関係を踏まえ、その機能や雇用施策との   
連携のあり方について検討すべきではないか。  

また、障害者就業・生活支援センターについて、障害福祉サー   
ビスにおいても、就労面の支援とあわせて生活面の支援を提供す   

る機能の重要性に鑑み、その質の向上を図りつつすべての圏域に   

設置されるよう努めるとともに、就労移行支援事業所等との連携   

について強化すべきではないか。  

○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律において規定されて   
いる社会適応訓練事業の位置付けについて、これまで果たしてき   

た役割を十分に踏まえつつ、検討すべきではないか。   

○ 地域活動支援センターの役割を含め、障害福祉サービスについ   

て上記のほか見直すべき点がないか、引き続き検討すべきではな   

いか。  

（雇用支援の充実について）  

○ 雇用支援については、精神障害者の雇用義務化の環境が早急に   

整うよう、精神障害者の特性に応じ、予算措置等による雇用支援   
の一層の推進、充実について、引き続き検討をすべきではないか。  
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（家族等に対する支援について）  

○ 病床調査では退院患者の65％以上が退院後自宅で家族と同居し   

ていることや、入院期間が長期になるほど家庭に退院する患者の   

割合が低くなることを踏まえ、福祉サービスや医療サービスの充   

実により家族にできるだけ負担を課さずに地域で生活を支援する   

体制の整備とあわせて、家族同士のピアサポート等効果的な家族   

支援のあり方について検討すべきではないか。  

○ また、医師、保健師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、   
臨床心理技術者をはじめ、精神障害者を取り巻く者に対する支援   

等のあり方について検討すべきではないか。  

（その他）  

○ 障害程度区分について、精神障害者の障害特性をより反映する   

ものとなるよう、その見直しに向けた検討を引き続き進めること   

としてはどうか。  

○ また、精神障害者を含む障害者の所得の確保に係る施策のあり   
方について、就労の支援を含め、幅広い観点から引き続き検討を   

進めることとしてはどうか。  

（3）地域生活を支える医療の充実について  

（精神科救急医療の充実について）  

○ 精神科救急医療については、都道府県によって、精神科救急医   
療体制の機能が異なっているが、地域の実状を踏まえつつどの地   

域でも適切な精神科救急医療を受けられる体制の確保を図る観点   

から、、都道府県による体制確保を制度上位置付けることについて   

検討を行ってはどうか。  

○ 自殺企図患者等、精神科救急医療と一般救急医療の双方を必要   

とする患者に対する適切な医療の提供を確保する観点から、一般   

救急医療と精神科救急医療との連携についても制度上位置付ける   

ことについて検討を行ってはどうか。  

また、いわゆる総合病院における精神医療の提供をはじめとし   

て、救急機能を含む一般医療と連携した精神医療の医療提供体制   

における位置付けについて、Ⅴの精神保健医療の再構築に関する  
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検討の中で、あわせて行ってはどうか。  

○ 精神科救急の機能評価や精神科救急にふさわしい人員・構造基   

準のあり方等、精神科救急の質の向上に関する議論については、   

Ⅴの精神保健医療体系の再構築に関する検討の中で、あわせて行   

ってはどうか。  

○ 措置診察を含め精神科救急医療における精神保健指定医の確保   

に困難を伴っているとの意見があることも踏まえ、精神保健指定   
医の確保のための具体的方策、例えば、5年毎の資格更新時に、措   
置診察の実施状況等を要件とすることや、都道府県の精神科救急   
医療事業への参画に関する義務を設けること等について、検討す   

べきではないか。  

（精神科デイ・ケア等及び精神科訪問着護等通院・在宅医療に関する  

検討）  

○ 利用者の地域生活を支える適切な通院・在宅医療の提供を確保   

する観点から、患者の症状やニーズに応じて精神科デイ・ケア等   
の機能の強化・分化を行うことや、訪問看護ステーションにおけ   

る実施の普及等、地域における訪問診療、精神科訪問看護等の機   

能の更なる充実について、Ⅴの精神保健医療体系の再構築に関す   

る検討の中で、具体的に検討を行うべきではないか。  

（4）入院中から退院・退所までの支援の充実について  

（退院・退所する精神障害者への支援）  

O 「精神障害者地域移行支援特別対策事業」等による取組を踏ま   

え、入院・入所している精神障害者の退院・退所時の個別の支援   
や地域生活支援を行う機能や、地域資源の開発等、地域移行・地   
域定着に必要な体制整備を行う機能の充実について検討すべきで   

はないか。  

（長期入院・入所者に対する支援）  

○ 長期にわたり入院や入所している精神障害者については、退院   
後の生活について不安を抱く場合が少なくないと考えられること   

から、病院や施設から地域生活への移行に先立って、試行的にグ   

ループホームや民間賃貸住宅等での生活を体験できる仕組みにつ  
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いて検討を行うべきではないか。  

（病院における地域移行に向けた取組の推進）  

○ 退院に向けた支援を含めた病院における地域移行の取組につい   

て、これまでの診療報酬等における対応を踏まえっっ、その推進   

のための方策について更に検討すべきではないか。  
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Ⅴ 精神保健医療体系の再構築に関する今後の検討の方向  

1．検討の基本的方向性  

○ 今後の精神保健医療福祉施策に関する基本的考え方や検討会にお   

けるこれまでの議論を踏まえ、今後、精神保健医療体系については、   
以下の基本的考え方に沿って検討を行ってはどうか。  
・人員基準の見直しや医療計画制度の見直し等、医療制度全体に  
係る近年の取組の状況も念頭に置きつつ、精神保健医療の水準の  

向上を目指す。  
・病期（急性期、回復期、療養期）や疾患（統合失調症、認知症、  
うつ病、身体合併症、児童・思春期等）に応じて、入院医療をは  
じめとする医療機能のあり方を明示した上で、将来的な病床の機  
能分化や医療体制の姿を提示する。  

・その際、統合失調症をはじめとする精神疾患に関する入院の短  
期化や、認知症患者の増加等の疾病構造の変化や精神病床・介護  
保険施設等の入院・入所機能のあり方を含めた認知症に係る体制  

の全体像に関する総合的な検討を踏まえた上で、機能に応じた病  
床の必要数を明確化し、これを踏まえて、住まいの場をはじめと  
する地域生活支援体制の整備を進めるとともに、それぞれの機能  
にふさわしい人員・構造等の基準を明らかにしそれに応じた適切  

な評価を行いつつ、統合失調症患者の地域移行を更に促進するな  
どして、病床数の適正化を図る。  

・入院や通院を含めた医療機能について、関連する他のサービス  
との連携も含めて医療計画に記載するなど、制度的な対応を充実  

する。  

2．個別の論点  

（1）入院医療について  

O 「精神保健医療福祉の改革ビジョン」に掲げられた方向性や地   

域移行の推進という施策の方向性を踏まえ、病期や疾患に応じた   
入院機能のあり方を明らかにするとともに、病棟・病室（ユニッ  
ト）単位での機能分化を含め病床機能分化の推進のための具体的   

方策について検討すべきではないか。  
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○ 病期・疾患に応じた入院機能のあり方や、通院・在宅医療、介   

護・福祉等他のサービスの機能等を踏まえ、現在精神病床が果た   

している機能を評価した上で、人員・構造等の基準、機能に応じ   

た病床の必要数、病床の機能強化のための方策等、今後の精神病   

床のあり方についても検討を行うべきではないか。  

○ 精神病床の人員配置やその評価、精神病室等に係る規制につい   
ても、地域移行を推進する観点や、精神医療のマンパワーの充実   
や水準の向上、身体合併症を有する患者等に対する適切な医療の   

実施の観点から、その見直しについて検討を行うべきではないか。  

（2）通院■在宅医療について  

O 「精神保健医療福祉の改革ビジョン」に掲げられた方向性を踏   

まえ、精神科デイ・ケア等の患者の症状やニーズに応じた機能強   

化・分化や、精神科訪問看護の更なる普及をはじめとした在宅医   
療の充実のための方策について検討を行うべきではないか。  

○ その際、病状や必要な支援の内容等利用者の実態を踏まえ、福   

祉サービスとの役割分担のあり方についても検討を行ってはどう   

か。  

（3）医療体制・連携について  

○ 相談体制、入院医療及び通院・在宅医療のあり方に関する検討   

や、医療計画制度の見直しを踏まえ、今後の精神医療体制のあり   
方について検討を行うべきではないか。  

・ 精神科救急医療体制の充実について  

・精神医療における病院と診療所の機能とその分担、連携のあ  
り方について  

・ 精神医療体制の制度的な位置付けについて  

・ 精神疾患と身体疾患を併せ持つ患者に対する医療提供のあり  
方について  

・ いわゆる総合病院における精神医療の提供をはじめとした、  

救急機能を含む一般医療と連携した精神医療の医療提供体制に  

おける位置付けについて  
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精神疾患の重症化の防止を図るための早期支援のあり方につ  
いて  

○ 他のサービスや関係機関との連携が必要と考えられる分野（認   

知症、依存症、児童・思春期等）については、病期・疾患に応じ   

た入院機能のあり方と機能分化に関する検討も踏まえ、その体制   
のあり方について検討を行うべきではないか。  

特に、高齢の認知症患者については、医療サービスと介護サー   

ビスが密接な連携の下で提供される必要があるが、認知症疾患医   

療センターを中核として認知症医療体制の整備を図りつつ、周辺   

症状の急性期や身体合併症への対応という認知症の専門医療機関   

の機能を更に明確化・重点化する観点から、精神病床（認知症病   

棟（旧認知症疾患治療病棟）等）や介護保険施設等の入院・入所   

機能のあり方を含めた体制の全体像について、総合的に検討を行   

ってはどうか。  
、  

（4）人材の確保・資質の向上をはじめとした精神医療の質の向上につ   

いて  

○ 医師、看護職員、精神保健福祉士、作業療法士等の医療関係職   

種は、精神保健医療を支える重要な基盤であることから、精神病   
床に係る人員基準の見直しや、病床数の適正化の取組も念頭に置   

きつつ、その確保や資質の向上のための方策について検討を行う   
べきではないか。  

○ 薬物療法のあり方や精神疾患に関する研究開発の推進を含め、   

その他精神医療の質の向上の観点から必要な取組について、更に   
検討を行うべきではないか。  
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Ⅵ 精神疾患に関する理解の深化（普及啓発）に関する今後の検討の方   

向  

1．検討の基本的方向性  

○ 精神疾患に関する理解の深化（普及啓発）については、効果的   

な普及啓発の実施が、本人や周囲の正しい理解や行動を促し早期   

対応につなげられるという側面と精神障害者の地域生活への移行   

を円滑にするという側面を有することや、地域生活への移行の推   

進により精神障害者と触れ合う機会を増やすことが更なる普及啓   

発につながるという側面を有することを踏まえつつ、精神疾患の   

早期発見・早期対応による重症化の防止を図ることを念頭に置い   

て、今後の具体的な普及啓発方策について検討を行ってはどうか。  

ヽ  

2．個別の論点  

O 「こころのバリアフリー宣言」のような国民一般を広く対象と  

する普及啓発から、疾患や年代、対象者といったターゲットを明  

確化した普及啓発に重点を移していくことについて検討すべきで  

はないか。あわせて、ターゲットに応じた効果的な普及啓発の手  

法や普及啓発の実施主体等についても、検討を行うべきではない  

か。  

○ ニ ュージー ランドのデータによると、成人期以降に何らかの精  
神疾患に羅患している者のうち、約50％は10代前半までに、約  

75％は10代後半までに、既に何らかの精神科的診断に該当してい  

ることや、近年の諸外国における普及啓発の取組を踏まえ、早期  

普及啓発については、学齢期等の若者とそれを  対応の観点からの  

取り巻く者を重要なターゲットとして位置付け、学校教育分野と  
の連携や必要なサービスの確保を図りつつ、重点的に行うことに  

ついて検討すべきではないか。   

l   

O 疾患によるターゲットについては、精神疾患に関する理解度が  
疾患によって大きく異なり、統合失調症に関する理解が遅れてい  

ることを踏まえ、統合失調症に関する理解の進展を目標の1つと  

して、重点的に普及啓発を行うことについて検討すべきではない  

か。  
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○ また、地域移行を円滑にする観点からの普及啓発についても、   

行政自らが関係者間の調整に当たることを含めその効果的な方策   

について引き続き検討してはどうか。  

○ 上記の検討にあわせて、普及啓発の効果を適切に評価するため   

の指標についても検討すべきではないか。  

○ また、普及啓発の推進に関する以下の意見についても、普及啓   
発方策全体の中で検討を行ってはどうか。  

・家族や、医師、保健師、看護師、精神保健福祉士、作業療法  

士、臨床心理技術者等（精神科以外の医療関係者を含む。）や教  
員等、本人の身近にいる者への普及啓発について  

・ 医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、臨床心理技術  

者等における専門的な概念の共有化について、  

・議員、行政関係者、マスメディア、医師、司法関係者、教師、  

警察関係等、社会的な影響力の強い者に対する普及啓発につい  

て  

・ 精神障害者自身による啓発について  
・ 地域自立支援協議会等地域単位での施策の検討の場へのピ  

ア・サポーター等の当事者の参画について  

・ 普及啓発における行政の役割について  
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Ⅶ 今後の検討に向けて  

1．本検討会における今後の検討の進め方  

○ 太検討会においでは、今後、この論点垂理た基づき、関係ナる   
審議会や検討会における議論等も踏まえながら、引き続き検討を   

進める。  

○ 当面は、平成20年中に、精神障害者の地域生活への移行及び地   

域生活の支援に関連する事項について、見直しの具体的内容のと   

りまとめを行い、平成21年に予定されている障害者自立支援法の   

改正にあわせてその具体化を目指すこととする。  

○ さらに、その後、精神保健医療に関する議論を集中的に行った   

上で、平成21年夏を目途に、精神保健医療も含め、今後の精神保   

健医療福祉施策の全体像のとりまとめを行うことを目指す。  

2．精神病床数に関する取扱いについて  

○ この論点整理の取りまとめに向けた議論においては、精神病床  
数に係る目標値の設定や今後の取組の方向性について、多くの意  
見があった。具体的には、  

・「病床数の適正化」ではなく「病床数の削減」と明記すべき  

とする意見   

・精神病床の削減ありきではなく、まずは、地域における精神  
障害者に対する医療・福祉の基盤整備を行うべきとする意見  

・まず、地域資源の整備を行い、それに応じて移行を進めると  
いったように、バランスを取りながら進めるべきではないかと  

する意見  

・患者特性に応じてどのような機能の病床がどの程度必要とな  
るのかを議論する必要があり、その議論が十分に行われていな  

い段階で、まず削減目標を定めるのは困難ではないかとする意  

見  

認知症の増加を踏まえ、どのような施設がふさわしいか、認  

知症対応のためにどの程度の精神病床が必要なのか、というこ  
とも十分に検討した上で、適正な数としていくべきとする意見   
・障害者自立支援法により、病院から地域に退院すれば、新た  
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な受け皿の整備や既存の資源の活用が進む体制となっており、  

；れを踏まえ、今後の基本方針として病床削減を掲げるべきと  

する意見   

病床の削減が先か、地域における医療・福祉の基盤整備が先  

か、という議論ではなく、これらを同時に進めることとすべき  

とする意見   

適正な病床数や退院の目標値を明らかにし、それに向けて地  

域資源を計画的に整備していくべきとする意見   

地域資源の整備と病床削減、精神科入院医療の質的な向上を  

並行して進めることとすべきとする意見  

等があった。  

○ この点については、現段階では、検討会としでの意見の集約に   
は至っていないが、今後の検討の過程において、、引き続き、議論   

を深めていくこととする。  
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平成21年度  
障害保健福祉関係概算要率の概要  

厚生労働省 障害保健福祉部  
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～平成21年度概算要求額～  

9，700億円  平成20年度予算額  

10，238億円  平成21年度概算要求額  

538億円  対前年度増加額  

5∴ 5％増  
ヽ  

対 前 年 度 伸 率  

（参考）  

障害福祉サービス関係費  

（20年度予算）  （21年度要求）  （増 減）  （伸 率）  

5，345億円 → 5．681億円・＋336億円（6．3％増）  

一 主要事項 －  

◆ 障害者の自立生活の支援  

く20年度予算）  （21年度要求）   （増 減） （伸 率）  

○ 自立支援給付（福祉サービス）  

4，945億円 → 5，231億円  ＋286億円（5．畠％増）  

○ 地域生活支援事業  

400億円 →  450億円  ＋50億円（12．5％増）  

○ 自立支援医療（公費負担医療）  
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1，414億円 → 1，509億円  ＋95億円（6．7％増）  

◆ 精神障害者の地域移行を支援するための施策の推進  

○ 精神障害者地域移行支援特別対策事業  

17億円 →  17億円  ±0億円  

○ 精神科救急医療体制整備事業  

17億円 →  26億円  ＋9億円（53％増）  

◆ 障害者の就労支援  

○ 工賃倍増5か年計画支援事業  

16億円 →  17億円  ＋1億円（6．3％増）  

○ 障害者就業・生活支援センター事業（地域生活支援事業より移管）  

8億円  

◆ 発達障害者支援施策の推進   

○ 障害保健福祉関係  

8．4億円 →  9．2億円  ＋0．8億円（9．5％増）  

※ 厚生労働省全休  

10．7億円 → 13．3億円  ＋2．6億円（24．3％増）  

◆ 自殺対策の推進  

○ 障害保健福祉関係  

3．8億円 →  6．3億円  ＋2．5億円（65．8％増）  

※ 厚生労働省全体  

13億円 →  24億円  ＋11億円（84．6％増）  
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◆ その他  

○ 認知症対策の推進  

一障害保健福祉関係  

1．9億円 →  5．2億円  ＋3．3億円（174％増）  

※ 厚生労働省全体  

21億円 →  48億円  ＋27億円（129％増）  

○ 依存症対策の推進（新規）  50百万円  

（増減、伸び率は億円で整理）  
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～平成21年度概算要求の概要～  

1 障害者の自立生活を支援するための施策の推進  

（、1）良質な障害福祉サービスの確保  5，231億円   

ホームヘルプ、グループホーム、就労移行支援事業等の障害福祉サービスについ  

て、障害福祉計画に基づき、各市町村において推進を図る。  

（2）障害児施設に係る給付費等の確保  616億円   

知的障害児施設等の障害児施設において、障害のある児童に対する保護・訓練を  

行うために必要な経費を確保するとともに、虐待等をうけた児童等に対する適切な  

援助体制を整備するため、新たに心理療法担当職員や看護師の配置加算を行い、社  

会的養護機能の充実を図る。  

（3）障害者に対する良質かつ適切な医療の提供  1，509億円   

心身の障害の状態の軽減を図るための自立支援医療（精神通院医療、身体障害者  

向けの更生医療、身体障害児向けの育成医療）を提供する。  

（4）地域生活支援事業の着実な実施  450億円   

障害者のニーズを踏まえ、移動支援や地域活動支援センター槻能強化など障害者  

の地域生活を支援する事業について、市町村等における事業の着実な実施及び定着  

を図るとともに、事業の実施が遅れている地域の支援や実施水準に格差が見られる  

事業の充実を図る。  

（5）障害福祉サービス提供体制の整備  139億円  

○ 社会福祉施設整備貴（保護施設分を含む。）  108億円   
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障害者の就労支援や地域移行を促進するため、生活介護、自立訓練、就労移行  

支援等の障害者の日中活動に係る事業所やグループホーム等の整備を推進する。   

また、グループホーム及びケアホームの創設の補助基準単価を引き上げ、事業  

者負担を軽減する。  

障害者のグループホーム及びケアホームの創設の基準単価の改善（事項要求）  

（平成20年度）  （平成21年度要求）  

20．000干円以内  →  25，000千円以内  

○ 障害者就労訓練設備等整備事業  30億円  

既存の障害者施設や小規模作業所等が就労移行支援等の新体系事業への移行  

に際して必要となる就労訓練設備の購入やグループホーム等を行うための賃貸  

物件の改修に対し補助を行う。   

ヽ  

※ 福祉政策と住宅政策の連携  

国土交通省と連携を図り、公的賃貸住宅団地等の再整備（安心住空間創出プ  

ロジェクト）等により、障害者が安心して地域で生活が続けられるよう、基盤  

の整備を推進する。  

（6）障害者の社会参加の促進  28億円   

視覚障害者に対する点字情報等の提供、手話通訳技術の向上、ITを活用した情  

報バリアフリーの促進、障害者スポーツや芸術文化活動の振興等を支援し、障害者  

の社会参加の促進を図る。  

○ 総合国際競技大会派遣等事業の実施  83百万円   

デフリンピック等の国際大会へ日本選手団を派遣するとともに、強化合宿等を実   

施する。  
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2 精神障害者の地域移行を支援するための施策の推進  

（1）精神障害者地域移行支援特別対策事業の推進  17億円   

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の退院支援や地域生活支援を行う地域移  

行推進員を配置するとともに、地域生活に必要な休制整備を促進する地域体制整備  

コーディネーターを配置することにより、●精神障害者の地域生活への移行を着実に  

推進する。  

（2）精神科救急医療体制の強化  26億円   

精神科救急情報センター及び精神科救急医療施設における精神保健福祉士等の増  

員等により、一般救急医療と精神科救急医療の連携のための連絡調整体制を都道府  

県ごとに整備するとともに、空きベッドの確保等により、精神・身体疾患を併せ持  

つ患者に対する精神科救急体制の強化を図る。  

（3）精神障害に対する国民の正しい理解の促進  86百万円   

精神疾患や精神障害者に対する国民の正しい理解を促進するための普及啓発を推  

進する。  
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3 障害者の就労を支援するための施策の推進  

（1）福祉施設で働く障害者の一般就労への移行の促進とエ賃倍増5か年  

計画の取り組みの推進  17億円   

福祉施設で働く障害者の一般就労への移行を促進するとともに、障害者のエ賃水  

準を引き上げるため、都道府県が策定した「エ賃倍増5か年計画」に基づき、関係  

行政機関や地域の商工団体等の関係者を挙げた協力の下、福祉施設等の支援を行う  

ほか、エ賃水準の向上に資するための設備投資等の借入に係る債務保証への助成を  

行う。  
ヽ  

（2）障害者就業・生活支援センター事業の推進  

（地域生活支援事業費補助金より移替）  

8億円   

障害者の就業面と生活面における一体的な支援を行う障害者就業・生活支援セン  

ターについて、設置か所数を拡充し、地域における障害者に対する就労支援力の強  

化を図る。  

（設置か所数）  平成20年度  平成21年度要求  

205か所  →  285か所  
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4 発達障害者支援施策の更なる拡充  

（1）発達障害者の支援体制の確立  2．5億円  

発達障害者の支援を実施する地域支援体制の確立を推進する。   

○ 発達障害者支援センター運営事業の推進  （地域生活支援事業の内数）  

各都道府県・指定都市に設置する発達障害者支援センターにおいて、発達障  

害者やその家族等に対して、相談支援、発達支援、就労支援及び情報提供等を  

行う。  

○ 発達障害者支援体制整備事業の推進  2．5億円  

ライフステージに対応した一貫した支援を行うため、都道府県・指定都市に  

発達障害の支援体制整備検討委員委員会を設置し、各圏域において支援関係機  

関のネットワークを構築するとともに、個別支援計画の実施状況調査及び評価  

を実施し、適切な助言等を行うことで、支援体制の充実を図る。  

（2）発達障害者の支援手法の開発や普及啓発の着実な実施  

6．8億円   

発達障害者の支援手法を開発するとともに、専門家の育成や普及啓発について着  

実に実施する。  

○ 発達障害者就労支援モデル事業の推進  43百万円  

国立障害者リハビリテーションセンターにおいて、青年期発達障害者の職業  

的自立を図るため、関係機関等と連携して就労支援モデル事業を実施する。  

○ 発達障害者支援開発事業の推進  5．2億円  
発達障害のある子どもの成長に沿った一貫した支援ができるよう先駆的な取  

組みを通じて発達障害者への有効な支援手法を開発・確立する。  

○ 発達障害情報センター棲能の充実  67百万円  

発達障害情報センターにおいて、発達障害に関する国内外の文献、研究成果  

等を集積し、全国の発達障害者支援機関等への発達障害に関する幅広い情報提  

供等を行うとともに、各自治体の発達障害に関する支援体制の好事例を集めた  
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モデル事例集や、支援手法等を集めた支援マニュアルを策定する。  

○ 発達障害研修事業の充実  22百万円  
各支援現場における支援内容の充実を図るため、発達障害者支援に携わる職  

員等に対する研修を実施する。  

O 「世界自閉症啓発デー」普及啓発事業の創設  19百万円  
国連が制定した「世界自閉症啓発デー」（4月2日）の周知と、自閉症を始め  

とする発達障害に関する正しい知識の浸透を図るための普及啓発活動を実施す  

る。  
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5 自殺対策の推進  

（1）うつ病等の精神疾患に関する国民の正しい理解の促進 86百万円   

自殺との関係が強いとされるうつ病等の精神疾患に関する国民の正しい理解のた  

めの普及啓発を実施する。  

（2）自殺予防に向けた人材養成の推進  1億円   

うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、かかりつけ医に対するうつ病の診  

断・治療技術の向上や医療連携等に関する研修を実施する。  

（3）自殺未遂者、自殺者遺族対策の推進  33百万円   

自殺未遂者や自殺者遺族へのケア対策のガイドラインの普及を推進するため、医  

療従事者に対する研修や自殺者遺族等を対象としたシンポジウムを開催する。  

（4）自殺予防総合対策センターによる情報提供等の推進   61百万円   

総合的な自殺対策を実施据えるため、自殺予防総合対策センターにおいて、国内  

外の情報収集、インターネットによる情報提供、関係団体等との連絡調整を行うと  

ともに、関係機関の相談員や医療現場に従事する心理職等を対象とした専門的な研  

修、自殺の実態を解明するための調査を実施する。  

（5）地域での効果的な自殺対策の推進  2．2億円   

地域における支援体制の整備を行うための「地域自殺予防情報センター（仮称）」  

の設置や先進的な自殺対策の取組みを検証・推進するとともに、地域精神保健従事  

者に対して実践的な研修を実施する。  

○ 地域自殺予防情報センター運営事業の実施（新規）  86百万円  

「地域自殺予防情報センター（仮称）」を設置し、市町村、医療機関等の関係  
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機関の連携強化や自殺対策に関する人材育成を行うことにより、地域における  

支援体制の整備を図る。  

（6）自殺問題に関する総合的な調査研究等の推進  3．2億円  
※他局計上分。   

自殺予防に向け、複数地域を対象に、こころの健康の啓発活動をはじめとする複  

合的なプログラムを導入した比較介入研究を行うとともに、救急部門に搬送された  

自殺未遂者に対してケースマネジメントによる支援を行い、再び自殺を試みること  

を予防する研究等を行う。  

（7）自殺対策に取組む民間団体への支援（新規）  1．3億円  

先進的かつ効果的な自殺の防止等に関する活動を行っている民間団体に対し、支  

援を行う。  
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6 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医   

療提供体制の整備の促進  

（1）医療観察法の医療提供体制の充実・強化  221．1億円   

緊急的課題である指定入院医療機関の整備に向けて、都道府県等による整備を促  

進するための取組みを推進するとともに、対象者の地域における継続的な医療の提  

供と社会復帰の促進を図る。  

○ 指定入院医療棲関の地域交流の促進（新規）  12．0億円  

指定入院医療機関の整備を加速するため、地域との相互理解を含めた総合的  
取組みを実施し、医療観察法対象者が安心して社会復帰できる体制整備を推進  

する。  

（2）医療観察法対象者の地域生活定着支援事業の創設（新規）  

3．1億円   

医療観察法に基づく対象者の地域移行を推進するため、受入条件が整えば退院可  

能な対象者の退院促進や対象者を受け入れる障害福祉施設の管理業務（生活状況の見  

守り、相談指導など）を支援する「地域生活定着支援コーディネーター（仮称）」を新  

たに配置することにより、対象者の地域生活への移行を着実に推進する。  

（3）円滑な社会復帰に重点を置いた医療観察法制度の適正な運用  

1．9億円  
※他局計上分を含む。   

医療観察法に基づく対象者に対する質の高い医療的ケアを行い、円滑な社会復帰  

を促進するため、医療観察法医療の質を評価一検証するとともに、公平な審判に資  

するよう、精神鑑定の判定事例にかかる考察を行う。  

（4）司法精神医療に携わる医療及び福祉職種の人材養成   78百万円   

増加する精神鑑定業務への対応と医療観察法に基づく対象者に対する質の高い医  

療的ケアを行うため、精神保健判定医や指定医療機関従事者、地域保健福祉職員等  

－13 －   



に対し、司法精神医学の教育、医療観察法に基づく鑑定ならびに医療処遇に関する  

各種の演習等を適切に実施することで、関係職種の育成と資質能力の向上を図る。  

7 その他  

5．3億円  （1）認知症対策の推進  

5．2億円   ○ 認知症疾患医療センター運営事業の充実強化  

認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、鑑別診断、専門医療相談、  

合併症対応、医療情報提供等を行うとともに、担当者の配置による介護との連  

携や認知症を専門としない一般開業医等への研修を行う認知症疾患医療センタ  

ーの整備を推進する。  

○ 認知症専門医療従事者研修事業の実施く新規）  12百万円   

認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、地域における認知症の専門  

的医療機関である認知症疾患医療センターに従事する医療関係者に対し、最新  

の診断技術等に関する研修を実施する。  

50百万円   （2）依存症対策の推進（新規）  

地域における薬物・アルコール依存症対策を推進するため、モデル事業の実施に  

よる実効性のある取組みについて検証を行う。  

25億円   （3）障害者保健福祉推進事業  

障害者自立支援法の着実な施行のための先駆的・革新的なモデル事業に対する助  

成を行い、障害者に対する保健福祉サービスの一層の充実を図る。  

1，334億円  （4）障害者に係る手当の給付  

特別児童扶養手当、特別障害者手当等に必要な経責を確保する。  

ー14 －   
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障害者自立支援法については、法施行3年後を目途に検討を加え、必要な見直しを行うこととされているほか、「与  

党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム」より、昨年12月に法の抜本的見直しに向けた課題と方向性が提  

示されていることを踏まえ、法の抜本的見直しに向けた検討を開始し、社会保障審議会障害者部会（部会長：潮谷  

義子 前熊本県知事）において、本年中を目途にその方向性を取りまとめていただく予定。  

（社会保障審議会障害者部会の開催状況及び今後の予定）  

○第31回 4月23日（水）   

議題：障害者自立支援法の施行状況等について  

○第32回 5月28日（水）   

議題：①障害者の範囲、②サービスの利用状況（利用者負担を含む）、③相談支援、④権利擁護  

○第33回 6月9日（月）   

議題：①地域移行、②就労支援、③住まい、④所得保障  
●   

○第34回 6月30日（月）   

議題：①障害児支援、②サービス体系、③地域生活支援事業、④その他  

○関係団体ヒアリング（7月15日、8月6日、8月20日）  

○見直しに向けた具体的な議論（9月頃～）   



社会保障審議会障害者部会 委員名簿  

氏  名   役  職   

仲 野  栄   （社）日本精神科看護技術協会専務理事   

野 沢 和 弘  毎日新聞夕刊編集部長   

広 田 和 子  精神医療サバイバー   

福 島  智  東京大学先端科学技術研究センター准教授   

（福）全国社会福祉協議会全国社会就労セン  
星 野 泰 啓     ター協議会会長   

三 上 裕 司   （社）日本医師会常任理事   

箕 輪 優 子  横河電機（株）CSR推進本部社会貢献室   

宮 崎 英 憲  東洋大学文学部教授   

山 岡  修  日本発達障害ネットワーク副代表   

氏  名   役  職   

嵐 谷 安 雄  （福）日本身体障害者団体連合会副会長   

安 藤 豊 喜  （財）全日本聾唖連盟理事長   

井 伊 久美子  （社）日本看護協会常任理事   

伊 藤 勇 一  全国身体障害者施設協議会会長   

岩 谷  力  国立身体障害者リハビリテーションセンター総長   

大 演  眞  （社）全国脊髄損傷者連合会副理事長   

川 崎 洋 子  （NPO）全国精神保健福祉会連合会理事長   

北 岡 賢 剛  （福）滋賀県社会福祉事業団理事長   

君 塚  葵  全国肢体不自由児施設運営協議会会長   

小 板 孫 次  （財）日本知的障害者福祉協会会長   

坂 本 砧之輔  東松山市長   

棲 井 敬 子  学習院大学法学部教授   

佐 藤  進  埼玉県立大学学長   

潮 谷 義 子  （財）人権教育啓発推進センター理事   

新 保 祐 元  （福）全国精神障害者社会復帰施設協会顧問   

副 島 宏 克  （福）全日本手をつなぐ育成会理事長   

高 橋 清 久  藍野大学学長   

竹 下 義 樹  （福）日本盲人会連合副会長   

日本IBM（株）人事  
鶴 田 理恵子     グローバル・タレントダイバーシティ課長   

堂 本 暁 子  干葉県知事   

長 尾 卓 夫  （社）日本精神科病院協会副会長  

叫  

＜専門委員＞  

氏 名   役  職   

小 澤  温  東洋大学ライフデザイン学部教授   

生 川 善 雄 ＿  千葉大学教育学部教授   

浜 井 浩 一   ・龍谷大学大学院法務研究科教授   

（◎：座長、○：座長代理）   



検討会の今後の予定（案）  

第9回（9月3日（水）15時～17時30分）  

（議題）①平成21年度概算要求の報告について  

②論点整理の報告について  

③障害者部会の状況報告について  

④今後の進め方について  

⑤「精神病床の利用状況に関する調査」報告（詳細）について  

第10回（9月25日（木）10時～12時30分）  
（議題）（D住まいの場の確保について  

②入院中から退院・退所までの支援の充実について  
③精神科救急一精神保健指定医について  

第11回（10月17日（金）15時～17時30分）  
（議題）①相談支援について  

②福祉サービス等の充実について  

③その他   

第12回（10月29日（水）15時～17時30分）  

第13回（11月7日（金）13時～15時30分）  

第14回（11月13日（木）10時～12時30分）  

第15回（11月21日（金）13時～15時30分）  

第16回（11月27日（木）15時～17時30分）  

※ 今後の本検討会や障害者部会の検討状況を踏まえ、開催回数や議題   

等を調整する。   



精神病床の利用状況調査結果報告  

（詳細）  

（論点整理を踏まえたデータ）  
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の概要  

平成19年度厚生労働科学研究こころの健康科学事業  

「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」  

主任研究者 伊預雅臣（千葉大学大学院）  

分担研究者 松原三郎（松原病院）  

職1  

○調査対象施設 精神科病院1，542 施設   
（国立病院機構、自治体病院、大学付属病院、公的病院、民間病院 等）  

○調査対象患者 平成20年2月15日現在の入院患者のうち1割を抽出  

○調査時点   平成20年2月15日時点の状況と  
1カ月後（3月15日）の状況を調査  

査方法   問8～9は看護職員、問10～は主治医により回答  2   



企画委員会  

伊藤 弘人   国立精神・神経センター精神保健研究所社会精神保健部 部長   

伊預 雅臣   千葉大学大学院医学研究院精神医学教授   

江原 良貴   積善病院 理事長   

萱間 真美   聖路加看護大学精神看護学 教授   

川田和人   松原病院 看護師長   

冨永 格   国立病院機構下総精神医療センター 院長   

長尾 卓夫   高岡病院 理事長   

花井 忠雄   ときわ病院 理事長   

平田 豊明   静岡県こころの医療センター 院長   

松原 三郎   松原病院 理事長  ・   

山内 慶大   慶鷹義塾大学看護医療学部大学院健康マネジメント研究科 教授   

山角 駿   花園病院 理事長   

吉本 博昭   富山市民病院 精神科 部長   

3   



問題意識  

◆「これまでの議論の整理と今後の検討の方向性（論点整理）」より抜粋   

1長期入院患者（高齢障害者を含む。）について  
l‾■‾－■－‾‾‾‾‾■‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 

○ 長期入院患者は、疾病や入院期間、年齢等、その特性が多様であることから、  
住まいの場や医療・福祉サービスの確保等については、その特性毎にきめ細か  
い議論を行い、具体的施策を講ずるべきである。   
その際、特に長期にわたり入院し、日常生活動作能力や社会適応能力の低下  
に対する支援が必要となっている高齢障害者にふさわしい支援のあり方について、  
検討してはどうか。  

1  

○ なお、具体的方策の検討に当たっては、長期入院患者等が実際にどのような居   
住先や支援を必要としているかを把握することが必要であることから、病床調査に   
ついて、更に詳細な分析を行い、本検討会に提示すべきである。  

′  

「近い将来退院の可能性なし」とされた患者像について  2   

1   

1   

1   1   

1   

1   

1   

1   

1   

1   

1   l  
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○ 病床調査の結果によると、「状態の改善は見込まれず、居住先・支援を整えても   
近い将来退院の可能性なし」とされた患者が約40％いるが、このような患者の特性   
や状態像について、更に詳細に分析する必要がある。  

■■－■■■■－■－－■－－一一－－－●－－■－－－－－－－－－－－－■■一－－－－一一－－‥－－－－－－－－－－－－－ －－一一－－－－－一一－－t－－－－－－－－－－－－－－■－■－－■－－ －－■ 一一－■ ■－■■●■●t ■ ■■●一 ■■■ ■■■■ －－ ■▼■－■■■ ■ ●■■  
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視 点  

1長期入院患者（高齢障害者を含む。）について  

○ 入院患者の機能の状態は、入院期間によって異なるか。  

○ 退院後必要な支援は、入院期間や年齢によって異なるか。  

○ 入院期間や年齢による機能の状態や退院後に必要となる支援を踏まえ、長期入  
院患者や高齢の入院患者にふさわしい支援の内容やその提供のあり方について   

どのように考えるか。  

2「近い将来退院の可能性なし」とされた患者像について  

○ 精神病床の利用状況調査において、「状態の改善は見込まれず、居住先・支援を  
整えても近い将来退院の可能性なし」とされた患者の精神症状や機能の状況はどの  

ようになっているか。また、それは、他の患者と異なっているか。  

5   



1結果の概要  

6   



回答の状況  

自治体病   大学附属   国立病院   
公的病院   

民間病院   計  

院   病院   機構  （日精協）   

対象施設数   164   77   35   48   1，218   1，542   

提出施設数   77   32   16   13   858   996   

うち、対象者なし   3   2   0   0   6   

提出率   47．0％   41．6％   45．7％   27．1％   70．4％   64．6％   

施設数   74   30   16   12   859   991  

回答数  

患者数   823   115   237   52   16，598   17．825   
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患者の特性  
間8－1過去3日間の日常動作（ADL）支援レベル  

全疾病  
（％）  自立  準備、観察  援助、依存   

ベッド上の可動性   78．1   6．7  17．2   

移乗   74，3   7．2  18．5   

食事   67．8  17．4  14．9   

トイレの使用   68．4   8．7  22．8   
上記のいずれか   62．1   13．1   24．8   

く有効回答載〉  

く17，791〉  

〈17，788〉  

〈17．776〉  

く17．772〉  

く17，795〉  

く有効回答数〉  

く3．480〉  

く3，479〉  

く3．476〉  

く3．475〉  

く3，482〉  

く有効回答側〉  

く10．214〉  

〈10．211〉  

く10．207〉  

く10．201〉  

く10．215〉  

間9IADL（手段的日常生活動作）各項目の困難度  
全疾病  

（％）  問題ない  いくらか困責l  非常に田難   

食事の用意   15．0  25．8  59．3   

家事一般   16．0  31．8  52．1   

金銭管理   17．4  28．5  54．1   

薬の管理   16．1   30，2  53．7   
電話の利用   40．8  23．6  35．6   

買い物   28．8  28．8  42．5   
交通手段の利用   21．3  25．6  53．1   

上記のいずれか   8．6  24．2  69．2   

FOのみ   

間景喜ない  いくらか困織  非♯lこ困難   

3．9  10．6  85．5   

3．4  12．6  84．0   

4．2  10．5  85．4   

4．1   10，3  85．6   
10．9  16．5  72．6   

6．3  13．7  80．0   

4．8   9．1   86．1   

1．5   6．7  91．8   

F20のみ   

問題ない  いくらか困難  非常に困難   

15．5  29．7  54．8   

17．2  37，6  45．2   

17．5  34．3  48．2   

15．9  36．3  47．7   

46，0  27．6  26．4   

32．2  34．4  33，3   

21．8  31．6  48．6   

5．6  2了．8  6（∋，6   

く有効回答数〉  

く17．771〉  

く17．758〉  

く17，773〉  

く17，773〉  

く17．776〉  

く17．780〉  

く17，766〉  

く17，793〉  

く有効回答倣〉  

く3．480〉  

く3，483〉  

く3．483〉  

く3，483〉  

く3．482〉  

く3．483〉  

く3．480〉  

く3．483〉  

く有効回答数〉  

く10，200〉  

く10．193〉  

く10．198〉  

く10．199〉  

く10．204〉  

く10．205〉  

く10．198〉  

く10．214〉  

竺‾i  

く有効回答数〉 く17，007〉  
く有効回答数〉  

く3，376〉  く有効回答数〉 く9．781〉   

間16 GAF（機能の全体的評定尺度）評点  
（％）   全疾病  FOのみ  F20のみ   

0   1．1   2．8   O．5   
～10   5．1   14二6   2．3   

11～20   8．6  15．3   7．3   

21～30   27．0  28．5  31．3   

31～40   21．1   1臥1   23．2   
41一一50   10．2   5．7  10．6   
51～60   15．9   9．2   18．3   

61・－70   7．6   4．2   5．9   
71－80   乙4   1，1   1．7   
81一一90   0．9   0．4   0．7   

91～100   0．1   0．2   0．1   

計   100．0  100．0  100．0   

く有効回答数〉  く17－657〉 く3，468〉 く10，188〉  
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退院後必要な支援  

問22 退院できると仮定した場合、適切と考えられる「居住の場」  

（％）   全疾病  FOのみ  F20のみ   

1．家族と同居   34．6  18．1  35．8   

2．入院前の自宅等でのひとり暮らし   5．2   1．9   4．5   

3．アパート等を借りてひとり暮らし   2．4   0．5   2．5   

4．ケアホーム   4．2   1．8   5．2   

5．グループホーム   14．1   7．9  18．6   

6．地域移行型ホーム   0．3   0．1   0．5   

7．退院支援施設   3．5   0．8   5．0   

8．従来型の社会復帰施設   6．1   †．1   8．3   

9．介護老人保健施設   11．4  30．9   6．9   

10．介謀老人福祉施設   9．9  26，7   5．9   

11．社会福祉施設   6．3   8．0   5．4   

12．その他   1．9   2．1   1．5   
13．将来の退院を想定できない  

計   100．0  100．0  100．0  

く有効回答数〉  く11．g86〉 く2．292〉 く6．560〉  

※退院を想定できない患者を除いて集計   

間23 問22のような「居住の場」に退院した場合に必要な支援  

（％〉   全疾病  FOのみ  F20のみ   

1．看護師・ケースワーカー・ヘルパーなどに   

よる援助・指導   
87．6  89．8  92．0  

2．不要   12．4  10．2   8．0   

3．将来の退院を想定できない  

計   100．0  100．0  100．0  

く有効回答働〉  く12．309〉 く2．408〉 く乳7柑〉  

※退院を想定できない患者を除いて集計   

間23付間 看護師・ケースワーカー・ヘルパー等による支援の必要頻J  

（％）   全疾病  FOのみ  F20のみ   

1．24時間常駐   25．5  53．0  18．6   

乙日中のみ常駐   12．5  12．4  13．5   

3．毎日の訪問   16．9  14．5  ほ2   

4．1週間で数回の訪問   24．4  13．2  27，4   

5．1週間で1回程度の訪問   20．7   6．9  22．3   

計   100．0  100．0  100．0   

9   く有効回答数〉  く10．437〉 く2．095〉 〈5．985〉  



退院後の日中の「活動」のうち必要なもの（複数回答可）   
（％）   全疾病    FOのみ－ F20のみ   
1．デイケア・ナイトケア等   54．2    32，2   86．5   
2．生活訓練   37．5    22．7   47．1   
3，生活介護   33．8    51．2   31．0   

4．就労移行支援   ¢．0  1．1  7．1   
5．就労継続支援（A型）   1．2  0．2  1．4   

6．就労継続支援（B型）   1．4  0．3  1．7   

7．地域活動支援センター   15．1  4．0   19．5   

8．当事者の会、家族会等   臥8  2．8  （～．2   

9，その他   2．4  4．1  1．7   

10．寺に適当なものはない   16．3    27．7   10，3   

11．将来の退院を想定できない  

く有効回答数〉  く12．221〉 く2．356〉 く6．717〉   

く有効回答数〉  く17，211〉 く3．401〉 く9，926〉  

間26 地域で生活していく上での必要度  
F20のみ   

不可欠  望ましい  不要   

46．5  50．4   3．1   

63．3  35．6   1．1   

79．2  20．2   0．6   

39．丁  54．4   5．9   

37．2  53．5   9．3   

35．5  48．ヰ  16．1   

35．5  52．4  12．1   

26．1   64．3   9．6   

45．7  47．3   7．0   

32．7  46．0  21，3   

24．9  59．6  15．5   

32．5  47．6  19．9   

28．3  ヰ1．5  30．2   

13．3  42．8  43．9   

FOのみ   

不可欠  望ましい  不要   
46．2  47．3   6．5   

58．1  38．8   3．1   

77．7  21．7   0．6   

38．6   釘．9  13，5   

50．9  35．2  14．0   

53．7  31．9  14．4   

42，6  38．3  19，0   

23．9  47，7  28，5   

43．5  43．8  12．6   

48．0  36．9  15．1   

30．9  54，5  14．5   

41．6  36，3  22．1   

25．0  25．5  49．6   

8．2  16．8  75．1   

全疾病  

不可欠  望ましい  不要‾   

市町村の専門職員   43．6  51．0   5．5く   

病院・診療所の相談員   58．7  39．2   2．1く   

かかりつけの病院・診療所   76．3  22．8   1．0く   

いつでも相談できる電措相談機関   37．4  54．4   8．2く   

自宅での生活に疲れたときのショートステイ   37．5  49．9  12．7く   

家族が病気になった場合等のショートステイ   36．8  44．3  19．0く   

生活介株・生活訓練施設   34．2  4丁．8  18．0く   

地域活動支援センター   23．9  59．5  16．6く   

訪問者護サービス   41．7  46．8  11．5く   

ホームヘルプサービス   33．7  42．4  23．9く   

権利の擁護   24．0  58．5  柑．5く   

金銭管理や資産活用の代行   31．5  42．6  25．9く   

アパート等を借りる際の保証人の代理   25．1  38，5  38．4く   

就職相放のできるところ   12．0  38．3  49．8く   
※退院を想定できないため「対象   

有効回答数  

く6．972〉  

く7．035〉  

く7．081〉  

く6．862〉  

く6．343〉  

く5．913〉  

く6，571〉  

く6．532〉  

く6，694〉  

く6．279〉  

く6．751〉  

く6．787〉  

く5．906〉  

く4．858〉  

有効回答数  

く2．203〉  

く2．271〉  

く2．349〉  

く2．100〉  

く1．962〉  

く1．941〉  

く1．917〉  

く1，775〉  

く2，040〉  

く1．992〉  

く2．138〉  

く2．161〉  

く1．523〉  

く1．115〉  

く12，3ヰ4〉  

く12，508〉  

く12．6引〉  

く12．108〉  

く11．221〉  

く10．609〉  

く11．437〉  

く11．267〉  

く11．763〉  

く11，127〉  

く11，961〉  

く12．010〉  

く10，141〉  

外」とされた患者を除いて集計  

10   



2 統合失調症による長期入院患者（高齢障害者を含  

む。）について  

11   



①統合失調症患者の入院期間別・年齢別の分析【主な結果】  

ADLの支援のレベル（入院期間別）  
（％）  

0  10  20  30  40  50  

1年未満   
ベッド上の可動性  

移乗  

食事  

トイレの使用   

上記のうち最も支援を要するもの  

1  

1年以上   
ベッド上の可動性  

移乗  

食事  

トイレの使用   

上記のうち最も支援を要するもの  

ベッド上の可動性  

移乗  

食事   

トイレの使用  

5年以上  

（再掲）  

上記のうち最も支援を要するもの  12   



ADLの支援のレベル（年齢別）  
0  10  20  30  40  50  

（％）  

ベッド上の可動性  

移乗  

食事   

トイレの使用  

50歳未満  

上記のうち最も支援を要するもの  

50～64歳   ベッド上の可動性  

移乗  

食事  

トイレの使用   

上記のうち最も支援を要するもの  

65歳以上   
ベッド上の可動性  

移乗  

食事  

トイレの使用   

上記のうち最も支援を要するもの   



lADLの困難度（入院期間別）  

（％）  0  10  20  30  40  50  60  70  80   

1年未満 食事の用意  

家事一般  

金銭管理  

薬の管理  

電話の利用  

買い物  

交通手段の利用  

上記のうち最も困難なもの   

1年以上 食事の用意  

家事一般  

金銭管理  

薬の管理  

電話の利用  

買い物  

交通手段の利用  

上記のうち最も困難なもの   

5年以上 食事の用意  

（再掲）  
家事一般  

金銭管理  

薬の管理  

電話の利用  

買い物  

交通手段の利用   

上記のうち最も困難なもの   



tADLの困難度（年齢別）  

（％）  0  10  20  30  40  50  60  70  80  90   100   

50歳未満 食事の用意  

家事一般  

金銭管理  

薬の管理  

電話の利用  

買い物  

交通手段の利用  

上記のうち最も困難なもの   

50～64歳  食事の用意  

家事一般  

金銭管理  

薬の管理  

電話の利用  

買い物  

交通手段の利用  

上記のうち最も困難なもの  

65歳以上  食事の用意  

家事一般  

金銭管理  

薬の管理  

電話の利用  

買い物  

交通手段の利用  

上記のうち最も困難なもの  
15   



身体合併症（入院期間■年齢別）  

（％）   

10  20  30  

1年未満  

1年以上  

（再掲）  

5年以上  

50歳未満  

50～64歳  

65歳以上  

16  



退院後の適切と考えられる「居住の場」（年齢別）  

＝ 三三  
二ニテ 

～●   

17  



退院後の適切と考えられる「居住の場」（入院期間別）  

■1  

ニ  

ニ 
一 

ご 
18   



退院後の日中活動のうち必要なもの（入院期間、年齢別）  
＜複数回答＞  

（％）  

0  10  20  30  40  50  60  70  80  0  10  20  30  40  50  60  70   

1．デイケア・ナイトケア等  1．デイケア■ナイトケア等  

2．生活訓練  2，生活訓練  

3．生活介護  3，生活介護  

4．就労移行支援  4．就労移行支援  

5．就労継続支援（A型）  5．就労継続支援（A型）  

6．就労継続支援（B型）  6．就労継続支援（B型）  

7．地域活動支援センター  

1  

8．当事者の会、家族会等  

7．地域活動支援センター  

8．当事者の会、家族会等  

他
 
 

の
 
 

そ
 
 

9
 9．その他  

10，特に適当なものはない  10．特に適当なものはない  

19  



地域で生活していく上での必要度（入院期間別）  

入院期間  

1年未満  

0  10  20  30 40  50  60  70  80  90 100（％）  

8市町村の専門職員  

b，病院・診療所の相談員  

c．かかりつけの病院・診療所  

dいつでも相談できる電話相談機関  

e．自宅での生活に疲れたときのショートステイ  

f．家族が病気になった場合等のショートステイ  

g．生活介護・生活訓練施設  

h．地域活動支援センター  

i，訪問者護サービス  

j．ホームヘルプサービス  

k．権利の擁護  

l．金銭管理や資産活用の代行  

mアパート等を情りる際の保証人の代理  

n．就職相放のできるところ  

入院期間  

1年以上   

8市町村の専門職員  

b．病院・診療所の相談員  

G，かかりつけの病院・診療所  

dいつでも相鉄できる電話相談機関  

e．自宅での生活に疲れたときのショートステイ  

f，家族が病気になった場合等のショートステイ  

g．生活介護・生活訓練施設  

h．地域活動支援センター  

i．訪問者讃サービス  

jホームヘルプサービス  

k．権利の擁穣  

l．金銭管理や資産活用の代行  

m．アパート等を借りる際の保証人の代理  

n．就職相談のできるところ  20   

；J  



①統合失調症患者の入院期間別Ⅰ年齢別の分析  

く事効回答数〉  

く3，680〉  

く3．678〉  

〈3，673〉  

く3．674〉  

く3．680〉  

く有効回答側〉  

く5．342〉  

く5．339〉  

く5．335〉  

く5．335〉  

く5，342〉  

く有効回答数〉  

く8．008〉  

く8．005〉  

〈8，001〉  

く8．001〉  

く8．009〉  

く有効回答数〉  

く2，181〉  

く2，181〉  

〈2．181〉  

く2，175〉  

く2，181〉  

IADL（手段的日常生活動作）各項目の困難度   
入院期間別   1年未満   

（％）   
間僅ない  いくらか拓It  非常に困難   

食事の用意   23．2  35．9  40．9   

家事一般   23．2  41．1  35．7   

金銭管理   26，1  3臥0  35．9   

薬の管理   23．0  40．2  36．7   

電話の利用   60．4  22．4  17．2   

買い物   43．6  31．6  24．8   

手段の利用   37．9  30．9  31．2   

上記のうち最も困難なもの  11．2   36，9  52．0  

（再  掲）5年以上   
間髄ない  いくらか囲Il  非常に困札   

13．0  27．4  59．6   
15．6  37．2  47．2   
14．8  33．8  51．4   
14．2  35．6  50．2   
41．0  29．9  29．1   
28．9  36．3  34．8   
15．9  32．2  51．8   

3．8  24．6  71．6  

く有効回答側〉  

く5．335〉  

く5．336〉  

く5．340〉  

く5．341〉  

く5．340〉  

く5．341〉  

く5．337〉  

く5．344〉  

く有触回音数〉  

く3．677〉  

く3．677〉  

く3．679〉  

く3．679〉  

く3．679〉  

く3，680〉  

く3，878〉  

く3，682〉  

く有効回答数〉  

く7，998〉  

く8，000〉  

く8，003〉  

く8．003〉  

く8．002〉  

く8，005〉  

く7．999〉  

く8．010〉  

〈有効回答数〉  

く2．177〉  

く2，168〉  

く2．171〉  

く2，172〉  

く2．177〉  

く2．175〉  

く2．174〉  

く2．179〉  

く有効回答敵〉   

く3．540〉  

く有効回答側〉   

く5，132〉  く有効回答勤〉  く7．687〉  
く有効回答数〉   

く2，072〉  

GAF 能の全体的評定尺度）評点   

（％）  

（再掲）  

1年未満  1年以上   5年以上   10年以上  

0   0．6   0．4   0．4   0．4  

′・■10   1．8   2．4   2．0   2，2  

11～20   5．0   8．0   7．8   8．0  

21～30   24．0  33．3  34．3  35．0  

31′・■40   21．了  23，7  23，8  23，2  

41～50   13．9   9．7   9．4   9．0  

51～60   20．0  15．3  15．2  15．1  

61～70   9，2   5．0   5．1   5．0  

71～80   3．3   1．3   1．2   1．3  

81～90   0．5   0，8   0．8   0．8  

91～100   0．1   0．1   0．0   0．1  

計   100．0  100．0  100．0  100．0  

く有効回答数〉  く2．181〉 く7朋3〉 く5，322〉 く3・668〉  21  
F20（統合失調症）①   



－1過去3日間の日常動作（ADL）支援レベル   
年齢別   50歳末・   満   

（％）   自立  準備、  援助、   
ベッド上の可動性   95．9  2．0  2．1   

移乗 95．7  1．9  2．4   

食事   90．4  7．2  2．5   

トイレの倖用   92．8  3．8  3．6   

上吉己のうち最も支援を要するもの  87．7l7．81 4．5   

く礪効回答数〉  

く2，437〉  

く2，438〉  

く2，437〉  

く2，435〉  

く2，438〉  

く有効回答欄〉  

く4．428〉  

く4．426〉  

く4．426〉  

く4．422〉  

く4．428〉  

く有効回答勤〉  

く3．326〉  

〈3．324〉  

く3．321〉  

く3，321〉  

く3，326〉  

IADL〈手段的日常生活動作）各項目の困難度   

年齢別   50歳末溝   

（％）   
問題ない  いくらか日韓  非井に困難   

食事の用意   23．8  37．6  38．6   

家事一般   24．9  43．5  31．6   

金銭管理   25．8  39．7  34．5   

薬の管理   23，2  43こ5  33．3   

電話の利用   65．8  22．3  11．9   

買い物   47．1  34．0  18．9   

手段の利用   37．3  35．6  27．2   

上首己のうち最も困難なもの  10．2   39．3  50，8  

65鼓以上   

間蛙ない  いくらか困難  非≠に困難   

9．1  22．8  88．1   
10．8  30．1  59．2   
12．0  26．9  61．1   
9．5  29．1  61．4   
28．9  29．3  41．7   
20．2  31．6  48．2   
10．8  25．3  63，9   

2．引 18．1】 79．3  

く有効回答数〉  

く4．421〉  

く4，421〉  

く4．422〉  

く4．423〉  

く4．423〉  

く4．427〉  

く4．423〉  

く4．428〉  

く有効回答欄〉  

く3．319〉  

く3．319〉  

く3．322〉  

く3，321〉  

く3．323〉  

く3．322〉  

く3．320〉  

く3．325〉  

く有効回答数〉  

く2，437〉  

〈2，430〉  

く2．431〉  

く2．432〉  

く2．435〉  

く2．433〉  

く2．432〉  

く2．438〉  

く有効回答劇〉 く4．250〉  く有効回答側〉 く3．193〉  く有効回答数〉 く2．317〉  

GAF（機能の全体的評定尺度）評点   

（％）   50歳未満  50～銅歳  65歳以上   

0   0．4   0．5   0．6   

～10   1．6   1．9   3．3   

11～20   7．0   7．4   7．5   

21－30   2了．6  31．6  33．7   

31～40   23．0  23．6  22．9   

41～50   13．2  10．8   8，7   

51一｝60   17．5  18．5  15．1   

61～70   8，9   5．3   ¢．0   

71■－80   2．1   1．9   1．2   

81～90   0．7   0．7   0．8   

91一一100   0．1   0．0   0．1   

計   100J）  100．0  100．0   

く有効回答数〉  く2，435〉 く4．415〉 く3，315〉  
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問22 退院できると仮定した場合、適切と考えられる「居住の場」  
年齢別  

50歳未満  50一｝64歳  65歳以上   

61．3  30，5   18．8   

4．2   5．2   3．7   

3．3   2．8   1．2   

2．6   5．7   6．9   

14．3  23．5  15．9   

0．3   0．6   0．4   

3．9   7．5   2．9   

7．1   11．3   5．2   

0．3   3．0  18．5   

0．1   2．9  15．5   

1．3   5．3   9．5   

1．1   1．7   1．5  

100，0  100．0  100．0   

入院期間別   

（％）   

（再掲）  
1年未満  1年以上   5年以上   10年以上   

1．家族と同居   56．1   27．9  25．1  22．9   
2．入院前の自宅等でのひとり暮らし   10．0   2．3   1．7   1．4   
3．アパート等を借りてひとり暮らし   3．0   2．3   1，丁   1．5   
4．ケアホーム   2．0   6．4   6．9   7．2   
5．グループホーム   10．7  21．6  23．2  24．1   

6．地域移行型ホーム   0，4   0，5   0．5   0．7   

7．退院支援施設   2．0   6．2   7．1   7．5   

8．従来型の社会復帰施設   5．8   9．3   9．4   9．0   

9．介吾妻老人保健施設   3．4   8．2   8．0   8．3   

10．介護老人福祉施設   2．8   7．7   了．9   

11．社会福祉施設   2．9   6．4   6．9   7．7   

12．その他   1，6   1．7   1．7   
13．将来の退院を想定できない  

計   100．0  100．0  100．0  100．0  

く1．884〉 く2．706〉 く1．975〉  く有効回答数〉  く1．813〉 く4，731〉 く3，016〉 く2．004〉  

※退院を想定できない患者を除いて集計  

問23 問22のような「居住の場」に退院した場合に必要な支援  
入院期間別   

（％）   

（再掲）  

1年未満  1年以上   5年以上   10年以上   

看護師・ケースワーカー・ヘルパーなどによる   
助・指導   

83．4  95，3  95．4  95．3   

2，不要   16．6   4．7   4．6   4．7   

3．将来の退院を想定できない  

計   100．0  100．0  100．0  100．0   

く有効回答数〉  く1，826〉 く4．8了7〉 く3．113〉 く2．080〉   

50歳未満  50～64歳  65歳以上  85．8  95．1  93．6  14．2  4．9  8．4        100．0  100．0  100．0   
く1，874〉 く2．7了2〉 く2．059〉  

※退院を想定できない患者を除いて集計  

問23付問 看護師・ケースワーカー・ヘルパー等による支援の必要頻度  
年齢別  

50歳未満  50～64歳  65歳以上   

9．9  16．4  2臥8   

9．3  13．4  17．3   

14．8  18．6  20．4   

32．3  29．3  20．9   

33，8  22．3  12．6   

100．0  100．0  100．0   

入院期間別   

（％）   

（再掲）  

1年未満  1年以上   5年以上   10年以上   

1．24時間常駐   11．0  21．0  21．4  21．7   

2．日中のみ常駐   8．7  15．1   16．4  17．1   

3．毎日の訪問   11．9  20．3  20．4  20．7   

4．1週間で数回の訪問   32．8  25．8  24，5  23．8   

5．1週間で1回程度の訪問   35．7  17．9  17．3  16．8   

計   100，0  100．0  100．0  100，0   

く有効回答数〉  く1，469〉 く4．504〉 く2，8了7〉 く1．926〉  く1．553〉 〈2．560〉 〈1，860〉  
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問24 退院後の日中の「活動」のうち必要なもの（複数回答可）  
入院期間男  ヨ  

（％）   

（再掲）  
1年未満  1年以上   5年以上    10年以上   

1．デイケア・ナイトケア等   65．8   86．9  68．4   65．0   

2．生活訓練   35，9  51．3  52  8  54．9   
20．4  35．0  a5  5  3¢．4   

3．生活介護            4．就労移行支援   10．8   5．7   4  7   4．0   

5．就労継続支援（A型）   2．8   0．9   0  ．8   0，8   
6．就労継続支援（B型）   2．8   1．3   1，1  1．2   

7．地域活動支援センター   22，9  18．2  17  ．9  17．1   

8．当事者の会、家族会等   9．2   5．0   4  4   3．9   

9．その他   1．8   1．7   1．4  1．6   

10．特に適当なものはない   12．1   9．5  10  ．1   10．6   

11．将来の退院を想定できない  

50歳末満  50■〉64歳  65歳以上   

75．了  71．9  51．0   

48．3  52．1   39．1   

15，2  29．8  47．0   

15．0   6．1   1．3   

3．6   0．9   0．2   

3．5   1．6   0．3   

25．8  21．5  10．9   

＝．2   5．5   2．4   

1．3   1．3   2．7   

7．5   7，9  15．9  

く1．873〉 く2－793〉 く2．037〉  く有効回答数〉  く用28〉 く4．釘3〉 く3．123〉 く2β84〉  

※退院を想定できない患者を除いて集計  

間25退院できると仮定した場合、家族や友人などから得られる支援の程度  
叫  

年齢別  

50歳末溝  50～糾歳  65歳以上   

23．9  47．0  57．5   

38．1   37．4  32．1   
9，○   5．1   3，2   
20．1   7．5   3．9   
8．0   3．1   3，3   
100．0  100．0  100．0   

入院期間男  刑  

（％）   

（再掲）  

1年未満  1年以上   5年以上   10年以上   

1．得られない   24．4  50．6  54．4  57．1   

2．助言や精神的な支援   36．3  35．8  34．0  32．7   

3．遇数回のADL、仏Dしの支援   10．さ   ヰ．3   3．7   3．1   

4．ほぼ毎日のADし、仏DLの支援   20．7   8．3   4，9   4．2   

5，終日のADしやIADLの支援・見守り   8．3   3．3   3．0   3．0   

計   100．0  100，0  100．0  100．0   
く2，362〉 く4．306〉 く3．235〉   く有効回答数〉  〈2，128〉 く7．773〉 く5，182〉 く3．577〉  
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6 地域で生活していく上での必要度（複数回答）   

入院期間別   1年未満  

ある方  
（％）   不可欠   が望ま  

しい   

a市町村の専門職員   35．1  59．5  5．3   

b．病院・診療所の相談員   53．6  44．7  1．8   

c．かかりつけの病院・診療所   73．4  25．3  1．3   

d．いつでも相芸炎できる電言吉相談機関   33．6  59．8  6．6   

e／自宅での生活に疲れたときのショートステイ  26．2  59．9  13．9   
f．家族が病気になった場合等のショートステイ  26，6  54．1  19．3   
g，生活介護・生活訓練施設   22．3  55．5  22．2   

h．地域活動支援センター   19．3  66．9  13．8   

i．訪問者講サービス   34，0  52．7  13．3   

j，ホームヘルプサービス   19．2  44．9  35．9   

k．権利の擁護   14．1  58．4  27．5   

l．金銭管理や資産活用の代行   18．1  43．8  38．3   
m．アパート等を借りる際の保証人の代理   15．5  36．8  47．7   

n．就職相談のできるところ   9．6  49．7  40，7   

（再  掲）5年以上   

ある方  
不可欠   が望ま  
しい   

52＿3  45．7  2，0   

68，0  31．3  0．7   

81．7  18．1  0．3   

42．8  51．9  5．4   

42．6  50．4  7．0   

40．3  45．3  14．4   

41．5  51．4  7．1   

29．3  63．3  7．4   

51．2  44．5  4．3   

39．5  46．1  14．5   

31．1  59．1  9．9   

40．4  48．4  11．2   

35．6  43．9  20．5   

15．4  38．3  46．4   

1年以上   

ある方  
不可欠   が望ま  
しい   

50．6  47土1  2，3   

66．8  32．3  0．9   

81．3  18．4  0．4   

41．9  52．4  5．7   

41．3  51．1  7．6   

38．9  46．2  14．8   

40．3  51．3  8．4   

28．6  63，4  8．0   

50，0  45．3  4，7   

37．6  48．4  16．0   

28．8  60．0  11．1   

37．7  49．1  13．3   

33．3  43．3  23．4   

14．9  39．8  45．4   

（再掲）10年以上   

ある方  
不可欠   が望ま  
しい   

53tO  44＝8  2≡2   

68．5  30．9  0．6   

81．5  18．1  0．4   

42．8  51．4  5．8   

43．1  49．2  7．7   

40．7  43．9  15．4   

41．7  50．9  7．4   

30．0  62．4  7．6   

51．3  44．3  4．5   

40．6  45．3  14．0   

32．8  58．3  8．9   

42．3  48．1  9．6   

38．1  44．1  17．8   

16．4  36．8  47，0   

く有効  
回答数〉   

く5．098〉  

く5．148〉  

く5－190〉  

く5，002〉  

く4，601〉  

く4．268〉  

く4．815〉  

く4．746〉  

く4．870〉  

く4，585〉  

く4．947〉  

く4．986〉  

く4．252〉  

く3．377〉  

く有効  
回答数〉   

く3．288〉  

く3，329〉  

く3，357〉  

く3．232〉  

く2，948〉  

く2．704〉  

く3．100〉  

く3．052〉  

く3．134〉  

く2．948〉  

く3．201〉  

く3．231〉  

く2．718〉  

く2．140〉  

く有効回  

答数〉   

く1‡858〉  

く1，872〉  

く1．87了〉  

く1．847〉  

く1．728〉  

く1．632〉  

〈1．741〉  

〈1．772〉  

く1，810〉  

く1．680〉  

く1．791〉  

く1．788〉  

〈1．642〉  

く1．469〉  

く有効  
回答数〉   

く2．186〉  

く2．219〉  

く2．237〉  

く2，148〉  

く1．950〉  

く1，783〉  

く2，067〉  

く2．032〉  

く2．083〉  

く1．952〉  

く2．125〉  

く2．161〉  

く1．801〉  

く1．381〉  

※退院を想定できないため「対象外」とされた患者を除いて集計  

65歳以上   

ある方  
不可欠   が望ま  

しい   

48．8  47．6  3．8   

82，7  35．7  1，5   

79，2  20．1  0．7   

39．6  52．5  8．0   

40．0  49．6  10．4   

39．3  43．2  17．4   

41．5  47．6  10．9   

24．5  60．9  14．5   

48．6  44．8  6，6   

43．2  45．0  11．8   

30．8  59．1  10．1   

42．8  46．1  11．1   

35．2  3g．3  25．5   

12．5  22，7  64．8  

年齢別   50歳未満  

ある方  
（％）   不可欠   が望ま  

しい   

a市町村の専門職鼻   39．1  56．9  4．0   

b．病院・診療所の相談員   57．7  41．1  1．2   

c，かかりつけの病院・診療所   77．0  22．3  0．7   
d．いつでも相談できる電話相談機関   36．5  58．7  4．8   

eJ自宅での生活に疲れたときのショートステイ  31．0  58．2  10．8   
f．家族が病気になった場合等のショートステイ  30．1  54．0  15．9   

g．生活介孟璧・生活訓練施設   26．6  56，7  16．7   

h．地域活動支援センター   23．8  67．5  8．7   

i．訪問者護サービス   36．2  52．8  11．0   

i．ホームヘルプサービス   17．9  45．0  37．1   

k．権利の擁護   15．0  80．9  24．1   

1．金銭管理や資産活用の代行   19，3  45．7  34．9   

m．アパート等を借りる際の保証人の代理   17．6  40．4  42．0   

n．就職相放のできるところ   13．2  58．4  28．4   

※退院を想定できないため「対象外」とされた患者を除いて集計  

50～84歳   

ある方  

不可欠   が望ま  
しい   

49．7  48．1  2．2   

67．3  32．0  0．7   

80．5  18．9  0．6   

41．9  52．9  5．2   

39．6  52．9  7．5   

36．9  47．8  15．2   

37．4  52．8  9．8   

28．6  64．4  7，0   

50．2  45．2  4．8   

35．3  47．4  17，3   

27．4  59．0  13，5   

33．9  49．9  16．2   

31．4  43．8  24．9   

13．8  42．0  44．1  

く有効回  
答数〉   

く2．943〉  

〈2，971〉  

く2．983〉  

く2．909〉  

く2．679〉  

く2，461〉  

く2，805〉  

く2，797〉 ′  

く2，835〉  

く2，678〉  

く2，859〉  

く2，896〉  

く2，523〉  

く2．008〉  

く有効回  

答数〉   

く2，067〉  

く2，090〉  

く2．119〉  

く1．997〉  

く1．803〉  

く1．663〉  

く1．890〉  

く1．818〉  

く1．922〉  

く1．824〉  

く1．987〉  

く1．999〉  

く1．815〉  

く1．196〉  

く有効回  

答数〉   

く1．946〉  

く1．958〉  

〈1．963〉  

く1．940〉  

く1．846〉  

く1．775〉  

く1，860〉  

〈1．901〉  

く1．921〉  

く1，761〉  

く1，889〉  

く1．876〉  

く1．754〉  

く1．640〉  
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＜入院期間別×年齢別での集計＞  

－1過去3日間の日常動作（ADL）支援レベル   
入院期間1年未満   50歳末  

（％）   自立  掌■、札嘗  檀助、依存   
ベッド上の可動性   96．1  1．丁   2．3   
移乗   ●●l  1．6  2．5   

食事   92．9  5．0  2．2   

トイレの停用   94．8  2．5  2．丁   

上冨己のうち最も支援を要するもの  91．3I 5．21 3．5   

く有効回答数〉   

く484〉   

く484〉   

く484〉   

く483〉   

く484〉  

く有効回答数〉  

く1，4¢5〉  
く1，468〉  

く1．465〉  

く1．466〉  

く1，466〉  

く有効回答数〉  

く3，悶1〉  

く3，689〉  

〈3．689〉  

く3，687〉  

く3．891〉  

く有効風害虻〉  

く2．838〉  

く2．834〉  

く2．831〉  

く2．832〉  

く2．836〉  叫  

tADL（手段的日常生活動作）各項目の困難度   
入院期間1年未満   50歳末茄   

（％）   
聞甥ない  いくらか日韓  非常に困難   

食事の用意   31．6  41．6  26．8   

家事一般   31．7  46．0  22．2   

金銭管理   34．7  42．6  22．7   

薬の管理   30．4  48．0  23．8   

電話の利用   76．2  17．1  6．7   

買い物   58．2  2乱9  11．9   

手段の利用   52．8  31．4  16．0   

上冨己のうち最も困難なもの  115．引 46．11 38．4   

65歳以上   

間糧ない  いくらか出札  非≠に困難   

8．9  24．9  66．1   

11．2  28．2  60．6   

14．7  27．3  5さ．0   

11．8  30．1  58．1   

33，3  29．4  37．3   

22．0  30．9  47．1   

15．3  26．5  58．2   

4．31 20．別  74．7   

65歳以上   

間傾ない  いくらか困■  非井に困虻   

9．1  22．5  68．4   

10．7  30．4  58．9   

11．8  26．9  61，6   

9．1  29．1  61．9   

28．2  29．3  42．5   

19．9  31．7  48．4   

10．0  25．1  64．9   

2．3117．引 80．1  

入院期間1年以上   
く有効回答虻〉  

く2．832〉  

く2，831〉  

く2．833〉  

く2．833〉  

く2，834〉  

く2．834〉  

く2．831〉  

く2．836〉   

く有効回答数〉  

く3β84）  

く3．686〉  

く3．688〉  

く3．688〉  

く3．687〉  

く3，691〉  

く3，687〉  

く3．691〉  

く有効回答数〉  

く1．466〉  

く1．467〉  

く1．466〉  

く1．4（5¢〉  

く1，4（∋5〉  

く1，464〉  

く1．465〉  

く1．467〉  
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く有効回答数〉   

く468〉  

く有効回答数〉 く1，400〉  く有効回答欄〉 く3，553〉  
く有効回苔劇〉  

く2，720〉  

問16 GAF（機能の全体的評定尺度）評点  

（％）  間  

0．2   0．4   0．6   
2．0   2．0   3．2   
臥6   7．8   7，9   
31．7  32．9  34．7   

25．6  23．5  23．0   

11．4  10．1   8．4   
14．6  15．9  14．9   

4．5   5．0   5，2   
0．9   1．5   1．3   
0．5   0．8   0，9   
0，1   0．1   0．0   

100．0  100．0  100．0   

50歳末溝  50～糾歳  85歳以上   

0．7   0．6   0．6   

0．9   1．5   3．9   

4．5   5．4   5．2   

21．4  24．9  28．0   

19．3  24．4  22．6   

15．9  13．0  11．0   

21．9  19．3  17．0   

10．4   7．0  10．1   

4，0   3．7   1．0   

0．7   0．1   0．4   

0．1   0．0   0．2   

100．0  100．0  100．0   

入院期 1年以上  

入院期間  
1年未満  

く有効回答数〉  く1，462〉 く3．679〉 く2．826〉  く9（～8〉  く724〉  く483〉  
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間22 退院できると仮定した場合、適切と考えられる「居住の場」  

間  

72．2  45．4  31．4   

7．1   13．9  11．4   
3．3   3．5   1．2   
1．0   1．8   5．0   
8．9  14．0   9．7   
0．3   0．7   0．0   
1．8   3．2   1．2   
4．2   9．3   2．6   
0．1   1．9  14．7   
0．1   1．8  11．7   
0．8   3，3   8．5   
0．4   1．2   2．6  

100．0  100．0  100．0   

間  

51．1   26．4  1（；．1   
1．6   2，9   2．1   
3．3   2．7   1．2   
4．0   8．8   7．3   
19．3  26．1   17．2   
0，3   0．6   0，5   
6．0   8．8   3．3   
9．9  ‖．8   5．8   
0，5   3．3  19．3   
0．1   3．2  18．3   
2．1   5．9   9．7   
1．8   1．8   1．2  

100，0  100．0  100．0  

入院期  
1年未満  入院期 1年以上  

（％）  

く有効回答数〉  
※退院を想定できない患者を除いて集計  

問23 間22のような「居住の場」に退院した場合  

く964〉 く2，129〉 く1．630〉  く898〉  く570〉  く341〉  
1  

日間   50歳未満  50～糾歳  鵬歳以上  
済  

76．3  90．8  89．6  

23．7   9．2  10．4  

100．0  100．0  100．0   間  

入院期 1年以上  

（％）  

く973〉 く2．187〉 く1．709〉  く897〉  く578〉  く345〉  

等  

樗間  
溝   

5．0   －  9．8  26．2  

8.4 9．2  13，0  

9  ．2  13．9  14．3  

32  ．8  35．4  27，8  

46．8   31．8  、18．9  

100．0   1．00．0  100．b   

問23付間 看護師・ケースワーカー・ヘルパー  

間  

13．4  18．1   29．2   
11．4  14．4  柑．2   
†8．9  19．8  21．7   
31．9  27．8  19．6   
24．4  20．0  11．3   

100，0  100．0  100，0   

入院期 1年以上  
（％）  

く896〉 く2．044〉 く1，556〉   く655〉  く509〉  く301〉  く有効回答数〉  
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問24 退院後の日中の「活動」のうち必要なもの（複  数回答可）  

50歳末満  50～錮歳  65歳以上  

71．4  6臥0  48．  0   

35．8  41．5  26．  了   

9．1   25．3  42．  2   
17．6   6．2   
4．7   1．0   0，  0   
4．2   2．4   0．  0   
2¢．0  24．6  12．  2   

12．8   7．1   3．  5   
1．3   1．0   4  

9．9  10．0  21．  2  

間  

79．7  73．0  51．7   

60，1   54．9  41．7   

20．9  31，1   48．0   

12．5   6．1   1．4   

2．6   0，8   0．2   

2．8   1．4   0．4   

25．7  20．7  10．7   

9．7   5．1   2．2   

1．2   1．3   2．5   

5．3   7．4  14．7  

入院期 1年以上  

入院期間  
1年未満  

〈969〉 く2．207〉 く1．689〉  く900〉  く578〉  く344〉  く有効回答数〉  
※退院を想定できない患者を除いて集計   

間25 退院できると仮定した場合、家族や友人など  から得られる支援の程  

間  

12．了  29．9  39．9   
33．8  39．7  3（；．7   
12，0  10．3   6．8   
29．4  15．1   11．3   

12．2   4．9   5．3   
100．0  100．0  100．0   

50歳末溝  50～糾歳  65歳以上   

31．4  50．3  60．5   

40．9  38．9  31．2   

8．4   4．0   2．6   

14．0   6．1   2．7   

5．2   2，7   2．9   

100．0  100，0  100．0   

入院期間 1年以上  

入院期  
1年未満  

（％）  

く1，412〉 く3，585〉 く2，760〉  く945〉  く708〉  く469〉  く有効回答数〉  
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6 地域で生活していく上での必要 
入院期間1年未満   50～糾歳  

ある方  
不可欠   が望ま  

しい   

40．3  56．2  3．5   

80．6  38．3  1．2   

75，1  23．8  1．2   

36．3  57．3  6．4   

31．3  58．6  10．1   

30．8  52．7  18．5   

26．】  55．8  18．3   

23．0  65．4  11．5   

44．6  47．5  7．8   

25．9  49．1  25．0   

17．9  60．3  21．7   

23．4  47．1  29，5   

20．1  41，1  38．8   

8．2  41．5  50．3   

65歳以上   

ある方  
不可欠   が望ま  

しい   

42．5  50．6  6．9   

56．6  40，6  2．9   

72．6  25．7  1．7   

33．8  56，3  9．9   

32．0  53．4  14，6   

34．0  46．5  19．4   

29．2  51．9  18，8   

17．6  59．8  22，8   

40．0  48．4  11，6   

33．7  48．2  18．1   

21．5  59．1  19．4   

28．0  46．3  25．8   

22．7  32．6  44．7   

6．6  16．2  77．3   

－1   

入院期間1年以上   

（％）   

50～64鼓   

ある方  
不可欠   が望ま  
しい   

52．1  46．1  1．8   

69．1  30．3  0．6   

81．9  17．7  0．4   

43．3  51．8  4．9   

41．8  51．3  8．9   

38．6  46．5  15．0   

40．3  52．0  7．7   

30，2  ¢4．0  5．8   

51．8  44．6  3．8   

37．8  、46．9  15．3   

29．8  58．7  ＝．5   

38．7  50．5  12．8   

34．3  44．4  21．3   

15．4  42．2  42．4   

悶歳以上   

ある方  
不可欠   が望ま  
しい   

50．0  47．0  3．0   

83．9  34．8  1．3   

80．5  19．0  0．5   

40．7  51．7  7．6   

41，6  48．9  9．5   

ヰ0，4  42．8  17．0   

43．8  46．9  9．3   

25．8  61．3  12．9   

50．3  44，1  5．6   

45．1  44．3  10，6   

32．6  59．2  8．2   

45．7  46．1  8．2   

37．8  40．7  21．5   

13．7  24．0  62．3   

く有効回  
答数〉   

く1．032〉   

く1．039〉  

く1．040〉  

く1，026〉  

く981〉  

〈943〉  

く992〉  

く1．005〉  

く1．020〉   

く944〉   

く1．005〉  

く998〉  

く906〉  

く812〉  

く有効回  

答数〉   

く2．339〉   

く2．383〉  

く2．375〉  

く2．307〉  

く2．120〉  

く†，錮5〉－  

く2，235〉  

く2，218〉  

く2．242〉   

く2．120〉   

く2．273〉  

く乙304〉  

〈1．999〉  

く1，562〉  

く有効回  

答数〉   

く1．717〉   

く1，736〉  

く1．765〉  

く1．659〉  

く1，490〉  

く1．371〉  

く1．578〉  

く1，513〉  

く1，598〉   

く1，511〉   

く1．659〉  

く1．674〉  

く1，339〉  

く995〉   

※退院を想定できないため「対象外」とされた患者を除いて集計  
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②統合失調症患者の状況別の分析  

間8－1過去3日間の日常動作（ADL）支援レベル  

現在の状態でも居住  
先・支援が整えば退院  
可能  

（％）  自立  坤傭、観察  援助、依存   

ベッド上の可動性   93．8  2．7  3．5   

移乗   91．8  4．0  4．3   

食事   88．1  8．1  3．8   

トイレの種用   90．6  3，8  5．6   

上記のうち最も支援を要するもの  1 86．OI 7．l   8．8   

く書動画薔敷〉  

く4，487〉  

く4．485〉  

く4．48（∋〉  

く4．483〉  

く4，488〉  

（書劾圃尊敬〉  

く4．557〉  

く4．557〉  

く4．552〉  

く4．550〉  

く4．557〉  

A DL（手段的日常生活動作）各項目の困難度   

現在の状態でも居住  
先・支援が整えば退院  
可能  

（％）  
間類ない  いくらか困欄  】l鸞に困州   

食事の用意   29．0  3臥0  33．0   

家事一般   32．8  41．8  25，5   

金銭管理   35．9  36．1  28．0   

薬の管理   33．7  40．5  25．8   

電話の利用   69．9  17．2  12．9   

買い物   53．5  29．8  16．了   

交通手段の利用   45．7  30，1  24．2   

上記のうち最も困難なもの  117．2140，0    42．9  

問9I  

ヽ書物回蓋緻〉  

〈4．475〉  

く4．475〉  

く4，481〉  

く4，482〉  

く4，483〉  

く4．485〉  

く4．480〉  

く4．488〉  

く書鋤曲事牡〉  

く4，556〉  

く4．553〉  

く4．551〉  

く4．551〉  

く4，553〉  

く4．552〉  

く4．550〉  

く4．557〉  

く鶉助膠嘗触〉 く4，384〉  く事劾皿書数〉 く4，283〉  
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問16 GAF（機能の全体的評定尺度）評点  

状態の改善が見 込まれるので、  
（％）   居住先・支援が  

現在の状態でも   

整えば退院可能  
0   0．8   0．5   0．2   0．7   
～10   0．6   0．5   0．9   4．0   
11～20   2．1   0．5   2．4   13．6   
21～30   12．9   17．8   21．8   44．7   
31～40   21．4   19，2   26．8   20．4   
41～50   － 10，8   15，7   13．7   7．1   
51～60   25．2   27．7   23．1   7．2   
61～70   16．1   12．7   8．2   1．8   
71～80   7．1   4．7   2．0   0．4   
81～90   2．9   0．5   0．9   0．3   
91～100   0．2   0．2   0．0   0．0   

計   100．0   100．0   100．0   100．0   

く有効回答数〉  〈859〉  く428〉  く4J72〉  く4，546〉   
■■j  

問22 退院できると仮定した場合、適切と考えられる「居住の場J  

状態の改善が見 込まれるの」  
で  

現在の状態でも ・が  
（％）  

居住先享接 整えば退院可能    居住先 
1．豪族と同居   50．5   71．8   31．0   

2．入院前の自宅等でのひとり暮らし   8．5   14．1   3．7   

3．アパート等を借りてひとり暮らし   4．5   2．2   2．6   

4．ケアホーム   3．9   0．7   5．8   
5．グループホーム   16．0   6．0   21．3   
6．地域移行型ホーム   0．6   0．2   0．5   

7．退院支援施設   1，8   0．2   5．5   

8．従来型の社会復帰施設   5．1   2．4   8．7   

9．介護老人保健施設   4．5   0．7   7．7   

10．介護老人福祉施設   3．0   0．7   6．5   

11．社会福祉施設   2．6   0．5   5．3   

12．その他   1．2   0．5   1．2   

13．将来の退院を想定できない  

計   100．0   100．0   100．0   

く有効回答数〉  く644〉  〈418〉  く4－134〉  

※退院を想定できない患者を除いて集計  
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問23 問22のような「居住の場」に退院した場合に必要な支援  

状態の改善が見 込まれるので 

現在の状態でも 居住先・支援が  
（％）  

整えば退院可能  
看護師・ケースワーカー・ヘルパーなどによる  
助・指導   

80．2   70．0   94．6   

2．不要   19．8   30．0   5，4   

3．将来の退院を想定できない  

100．0   100，0   計      100．0  
く有効回答数〉  く655〉  く423〉  く4．315〉   

「
－
三
．
1
†
≡
．
．
．
∴
・
 
 

※退院を想定できない患者を除いて集計  

問23付  問 看護師・ケースワーカー・ヘルパー等による支援の必要頻度   

状態の改善が見 込まれるので 

現在の状態でも 居住先・支が  
（％）  

援 整えば退院可能  
1．24時間常駐   10．8   3．2   16．0   

2．日中のみ常吉圭   11．6   5．6   14．2   

3．毎日の訪問   9．4   6．3   19．6   

4．1週間で数回の訪問   25．7   33．8   29．3   
5．1週間で1匡l程度の訪問   42．5   51．1   21．0   
計   100．0   100．0   100．0   

く有効回答数〉  く501〉  く284〉  く3，952〉   

退院後の日中の「活動」のうち必要なもの（複数回答可）   

現在の状態でも  

（％）  居住先・支援が  

整えば退院可能  
1．デイケア・ナイトケア等   66．8  脱  ；・   

2．生活訓練   33．3  28．8  48．8   

3．生活介護   18．6  9．8  32，2   
4．就労移行支援   11．5  12，6  6．9   

5．就労継続支援（A型）   2．2  3，1  1．4   
6．就労継続支援（B型）   2．2  3．8  1．8   

7．地域活動支援センター   20．3  22，8  19．4   

8．当事者の会、家族会等   7．1  ＝．2  5．8   

9．その他   2．2  2．4  1．6   
10．特に適当なものはない   11．8  11．7  8．8   

11．将来の退院を想定できない  

く有効回答数〉  く651〉  く420〉  く4．319〉   

※退院を想定できない患者を除いて集計  
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問25 退院できると仮定した場合、家族や友人などから得られる支援の程度  

状態の改善が見 めで 
込享れる 

現在の状態でも  
（％）  

居住先・支援が 整えば退院可能  
1．得られない   25．0   9．8   40．0   

2．助言や精神的な支援   40．3   31．1   41．8   

3．退散回のADL、IADしの支援   8．¢   12．0   6．6   

4．ほぼ毎日のADし、IADしの支援 ■   18．8   35．9   9．1   

5．終日のADLや［ADLの支援・見守リ   9．3   11．2   2．7   

計   100．0   10d、0   100．0   

く有効回答数〉  

地域で生活していく上での 

（％）   

状態の改善が見込まれる   

ので、居住先・支援が整え   

ぱ近い将来退院可能   

ある方  

不可欠   が望ま  

しい   

46．7  51．0  2．3   

63．2  38．0  0．9   

79．1  20．4  0．5   

39．2  55．2  5．6   

37．2  54．7  8．1   

35，2  48．4  16．4   

36．0  54．3  9．7   

25．8  65．4  8．8   

45．5  48，9  5．6   

31．4  49，7  19．0   

24．3  62．7  13．0   

31．8  51．5  16．7   

27．9  44．8  27．3   

12．2  42．2  ’45．8   

状態の改善が見込まれる   
ので、居住先・支援などを   
新たに用意しなくても近い   
将来退院見込み   

ある方  
不古欠   が望ま  

しい   

21．8  69．0  9．2   
42．9  55，7  1．4   
69，8  29．2  1．2   
24，0  67．2  8．8   
15．9  62．0  22．0   

17．4  58．3  24，3   

11．3  53．4  35，3   
13il  70，3  16，5   
21．0  57，6  21，4   
臥2  37．8  54．2   
5．9  56．3  37．8   
8．1  3臥1  55．8   
7．5  28．6  63．9   
5．4  53．0  41．7  

く有効  

回答数〉  

く4．324〉  

く4．352〉  

く4．367〉  

く4．261〉  

〈3．931〉  

く3．631〉  

く4，123〉  

く4，072〉  

く4，161〉  

く3．894〉  

〈4，226〉  

く4．236〉  

く3．678〉  

く3，040〉  

〉
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③統合失調症患者のうち「居住先・支援が整えば」   

退院可能な患者の入院期間別一年齢別分析  

間22 退院できると仮定した場合、適切と考えられる「居住の場」  
年齢別   

50歳末溝  50～糾歳  65歳以上   

88．8  42．8  30．2   

8．7  12．6  11．0   

4．1   4．2   0．8   
1．4   1：5   5．9   
10．2  15．1   10．2   
0．5   1．0   0」）   

2．2   4．0   1．6   
4．¢  10．9   3，5   
0，2   2，0  】4．5   
0．2   1．7  11．8   
0．8   3．5   8．2   
0．3   1．0   2．4  

100．0  10P．0  100．0   

年齢別  

間  

48．2  25．5  15．4   

1．9   2．8   1．6   
4．1   3．1   1．2   
4．3   6．9   7．9   
21．7  29．4  18．6   

0．4   0．6   0．6   
5．8   8．2   3．1   
9．9  11．2   5，5   
0．3   3．5  19．6   
0．0   2．9  16．4   

’1．5   4．7   9．2   
1．9   1．4   1．0  

100．0  †00．0  †00．0   

入院期間  
1年未満  入院期 1年以上：  

く有効回答数〉  
※退院を想定できない患者を除いて集計  

く678〉 く1．532〉 〈1．25了〉  く629〉  く404〉  く255〉  

35  
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間23 問22のような「居住の場」に退院した場合に必要な支援  

間  年齢別      50歳末溝  50～64歳  65歳以上  94．6  98．1  94．4  5．4  3．9  5，6        100．0  100．0  100．0   
入院期  
1年未満  入院期間 1年以上：  

く有効回答数〉  く833〉  く421〉  く264〉  く889〉 く1．604〉 く1，336〉  

※退院を想定できない患者を除いて集計  

間23付間 看護師・ケースワーカー・ヘルパー等による支援の必要頻度  
年齢別   

間  

4，9   8．0  23．0   
¢．9  10．1   13．0   
9．8  15．1  15．2   
33．5  3¢．6  29．¢   
45．1   30．2  19．1   
100．0  100．0  100．0   

年齢別  

間  

9．1   13．8   25．6   
11．7  14  18．9   
19．2  19．5   21．8   

33．4  30  ．1   21．0   
26．6  22  ．4  12．7   

100．0  100．0   100．0   

入院期  
1年未満  入院期 1年以上：  

く有効回答数〉  く490〉  く377〉  く230〉  く635〉 く1，490〉 く1．213〉  

間24 退院後の日中の「活動」のうち必要なもの（複数回答可）  
年齢別  

50歳未満  50■｝64歳  85歳以上   

了1．9  69．3  46．2   

3臥2  42．2  27．5   

11．2  25．9  43．1   

17，4   6．7   1．5   
ヰ．4   1．4   0．0   
j．9   2．2   0．0   
28．7  ′ 24．9  13．4   

12．5   7．4   3．ヰ   

1．1   1．0   3．8   
9．0   8．2  20．6  

間  

79．9  72．8  52．1   

58．9  54，1  40．4   

17．5  28．6  47．5   

14．6   6．7   1．4   
2．9  ▲  0．8   0．3   
3．5   1．6   0．5   

2（5．1   21．1   10．5   
9．2   5．4   2，0   
1．2   1．3   2．6   
4．8   5．9  13．8  

入院期間  
1年未満  入院期 1年以上：  

く有効回答数〉  
※退院を想定できない患者を除いて集計  

く633〉  く417〉  く282〉  く693〉 く1．613〉 く1，329〉  
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問25 退院できると仮定した場合、家族や友人などから得られる支援の程度  
年齢別  

間  

13．5  28．5  38．1   

35．5  41．1  43．5   

12．4   10．7   5．8   
26．6  15．2  14，5   

12．1   4，5   3．3   
100．0  100．0  100．0   

年齢別  

間  

26．8  41．9  54．5   

48．1   44．8  37，4   
8，9   5．0   3．6   
14．3   6．8   3，1   
3．9   1．5   1．5   
100．0  100．0  100．0   

入院期  
1年未満  

入院期  
1年以上：  

く有効回答数〉   

問26 地域で生活していく上での必要度（複数回答）  

く629〉  く421〉  く269〉  

入院期間1年未満   50歳未満  

（％）   不可欠  ある方が 望ましい  不要  

a．市町村の専門職員   31．6  64．1   4，3   

b．病院・診療所の相談員   48．8  49．3   1，9   

c．かかりつけの病院・診療所   71．2  27．4   1．4   

d↓＼つでも相放できる電話相談機関   33．4  61．7   4．9   

e．自宅での生活に疲れたときのショートステイ   22．2  64．2   13．7   

f．家族が病気になった場合等のショートステイ   21．8  58．5  19，7   

g．生活介護・生活訓練施設   20．3  57，3  22．4   

h．地域活動支援センター   19．1   70，4   10．5   

i．訪問看護サービス   26．2  58．7   15．1   

●ホームヘルプサービス   10．8  44．8  44．4   

k．権利の擁護   9．7  59．7  30．7   

1．金銭管理や資産活用の代行   12．2  43．8  44．1   

m．アパート等を借りる際の保証人の代理   11．4  40，4  48．2   

n．就職相談のできるところ   11．8  64．3  23．9   

50～64歳   

不可欠  ある方が 望ましい  不要   

41．4  55．5   3．1   

63．8  34．6   1，6   
76．0  22．6   1．4   
38．6  54．9   6．5   
31．5  59．4   9．1   
31．7  50．8   17．5   
27．5  55．5   17．0   
23．7  63．9   12．3   
46．9  45．7   7．4   

24．9  51．0  24．1   

18，0  61．4  20，6   

23．6  49．2  27．2   

18．7  44．7  36．6   

8．3  40．8  51．1   

65歳以上   

不可欠  ある方が 望ましい  不要   

40．7   52．3   7，0   

56．7  40．2   3．1   
74．7  23．8   1．5   
33．3   58．3   10．3   
32．2  53．2   14．8   
32．4  47．2  20．4   

30．4  51，1   18．6   
17．7   60．2  22．1   
4l．5  48．l   10．4   

32．8  50．9   16．4   

21．2  59．6   19．2   

26．0  48．0  26．0   

22．2  34．0  43．9   

5．8   16，2  77．g   

〉
 
 

効
数
n
こ
㌣
抑
紛
乃
飢
こ
∵
”
の
の
六
∵
即
¢
釣
 
 

有
答
4
2
4
2
4
2
4
2
3
9
3
6
4
0
4
1
4
2
3
9
引
4
1
3
7
3
1
 
 

く
回
く
く
く
く
〈
く
く
く
く
く
く
く
く
く
 
 

く有効  
回答数〉  
く258〉  

く261〉  

く261〉  

く252〉  

く233〉  

く216〉  

く237〉  

く231〉  

く241〉  

く232〉  

く250〉  

く246〉  

〈212〉  

く154〉  

50～64歳   

不可欠  ある方が 望ましい  不要   

49．4  48．8   1．8   

66．2  33．2   0．6   
80，2  19．  － 0．4   

40．3  54，8   4，9   
3臥4  54．7   6．9   

34．8  48．8  16．4   

38．0  54，1   7．9   
27．4  6（∋．8   5．7   
48．4  47．5   4．l   

33．3  49．2  17．5   

25．9  61．8   12．2   
32，3  54．1   13．6   
31，4  46．7  22，0   

13．7  43．6  42．7  

入院期間1年以上   50歳末満  

（％）   不可欠  ある方が 望ましい  不要  

8／市町村の専門職貞   45．6  52．6   1．9   

b．病院・診療所の相談員   64．9  34．6   0，6   

c，かかりつけの病院・診療所   79．6  20．2   0．1   
d．いつでも相談できる電話相談機関   39．0  56．7   4．3   

e．自宅での生活に疲れたときのショートステイ   38．2  58．0   5．8   

f，家族が病気になった場合等のショートステイ   34．0  53．8   12．2   

g．生活介護・生活訓練施設   31．9  59．7   8．3   

h．地域活動支援センター   28．4  66．8   4．8   

i．訪問者護サービス   42．3  52．0   5．6   

’．ホームヘルプサービス   21，4  50．5  28．0   

k．権利の擁護   17．7  87．9   14．4   

l．金銭管理や資産活用の代行   23．5  53．1   23．5   
m．アパート等を借りる際の保旨正人の代理   21．8  47．0  31．1   

nJ就職相談のできるところ   13．2  56．1   30．8   

※退院を想定できないため「対象外」とされた患者を除いて集計  

65歳以上   

不可欠  ある方が 望ましい  不要   

48．1   48．7   3．1   
61．1   37．5   1．4   
79．1   20．5   0．4   
37．2  54．8   臥0   

38．3  51．3   10．4   

37．5  43．7  18，8   

41．1   49．2   9．6   
23．8  62．7   13．5   
47．5  46．3   6．1   

40．6  47．4  12．0   

29．8  61．3   9．0   
42．6  4乱6   8．8   
34．8  4†．7  23．5   

10．8  25．2  64．0   

く有効回  
答数〉  

〈1，808〉  

く1．618〉  

く1．626〉  

く1．587〉  

く1，4了1〉  

く1，346〉  

〈1．564〉  

く1，549〉  

〈1，5（；1〉  

く1．473〉  

く1，580〉  

く1．593〉  

く1．403〉  

く1，124〉  

く有効回  

答数〉  

く1．311〉  

く1．324〉  

く1．338〉  

く1．270〉  

く1．133〉  

く1．043〉  

く1．213〉  

く1．160〉  

く1，222〉  

く1．153〉  

く1．273〉  

く1．279〉  

く1．025〉  

く778〉  
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④退院した統合失  症患者の状況  

退院後の医療状況  

入院期間  

1年未満  
80％  100％  0％  20％  40％  

50歳未満  

50～64歳  

65歳以上  

入院期間  

1年以上  

50歳未満  

50～64歳  

65歳以上  

38   



退院後の居住先  
（％）   
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問28 2月15日から3月15日までの退院患者数  
入院期間1年未満  

50歳末溝  50－64鼓  闘歳以上  合計   

2月15日現在の入院患者致（人）  988  725  484  2．183   

3月15日までに退院した患者数（人）   192   82   43   317   

退院した患者の割合（％）   19．8  11．3   8．9  14．5   

入院期間1年以上   
50歳末満  50－64鼓  65鼓以上  合計   

1．469  3，694  2，839  8，018   
23   32   29   84   
1，8   0．9   1．0   1．0   

2月15日と比較した退院時点の症状   
入院期間1年未満  

（％）  50歳末溝  50～84歳  65歳以上  合計   

改善   88，5  80．0  51．3  81．3   

不変   10，8  14．7  30．8  14．2   

悪化   0．8   2．7   5．1   1．7   

死亡   0．0   2．7   5．1   1．4   

不明   0．8   0．0   7．7   1．4   

その他   0、0   0、0   0、0   0．0   

計  100．0   100．0  100．O1100．0   軸内巾巾仙巾中仙叫巾 
潤  

入院期間1年以上   

50歳未満  50～64歳  65歳以上  合計   

76．2  34．5  17．9  39．7   
19．0  1？．2  32．1  23．1   
0．0  10．3   7．1   6．4   
4．8  17．2  35．7  20．5   

0．0   6．9   3．6   3，8   
0．0  13．8   3．6   6．4   

100．0  100．0  100．O1100．0   

く有効回答数〉  く1了4〉  く了5〉  く39〉  く288〉  く21〉   く29〉   く28〉   く78〉  

退院後の医療状況   

葺≡≡→  

入  焼期間1年以上   

50鼓未満  50・・錮歳  65歳以上  合計   

72．7  40．8  18．5  42．0   

9．1   6．3   0．0   4．9   
9．1   6．3  11．1   8．6   
4．5  31．3  40．7  27．2   

4．5  15．6  29．8  17．3   

0．0   0．0   0．0   0．0   

100．0  100．0  100．O1100、0   

く有効回答数〉  く189〉  く82〉  く42〉  く313〉  く22〉   く32〉   く27〉   く81〉  

40  
F20（統合失調症）の退院患者   



「 間31退院後の医療状況が、千当院Iこ外来通院」他院lこ外来通院」「その他」の患者lこついて  

（他院への転院や死亡退院を含まない）   

問32 退院後の居住先  
入院期間1年   未満  

（％）  50歳未満  50～64歳  65鼓以上  合計   

1．家族と同居   81．4  64．9  37．   72．   

2．入院前の自宅等でのひとり暮らし   10．7  14．9  20．   12，   
3．賃貸アパート等を新たに借りてひとり暮らし   1．7   6．8   8．   3．   

4．ケアホーム   0．0   1．4   3．   0．7   
5．グループホーム   2．8   4．1   3．   3．   

6．地域移行型ホーム   0．0   0，0   0．   0．   

7．退院支援施設   0．0   0．0   0．   0．   

8．従来型の社会復帰施設   2．3   4．1   13．   3．   
9、介護老人保健施設   0．0   0．0   6．   0．   

10．介言隻老人福祉施設   0．0   0．0   0．   0．   

11．社会福祉施設   0．6   0．0   6．   1．1   
12＿子の他   0．6   4．1   8．0   1．4   

計   100．O1 100．0   1 100．q  lOO．   毒≡∃∃弓  童≡∃∃∃一  
く有効回答数〉  く177〉  く了4〉  く29〉  く280〉  く37〉  く328〉  

‘‾晶け い  －ビス（数  口答可）  
入院期間1年未満   

（％）   50歳末清  50～64歳  65歳以上  合計   

1．デイケア・ナイトケア等   25．4  19．2  27．   24．   

2．訪問者護   18．3  28．8  24．1  21．   

3．ホームヘルプ   1．8   9．6  1了．   5．   

4．ショートステイ   0．0   0．0   0，   0．   

5．地域活動支援センター   5．9   臥2   0．   5．   

6．生活訓練   2．4   2．7   0，   2．   

7．生活介護   1．2   0．0   10．   1．   

8．就労移行支援   0．0   1．4   0．   0．   

9．就労継続支援（A型）   0．0   0．   0．   0．   

10，就労継続支援（B型）   0．6   1．4   3．   1．1   

11．当事者の会、家族会等   0．6   0．0   0．   0．   

12．その他   4．1   4．1   8．   4．   

13．特にサービスを受けていない   53．8  50，7  37．   51．   毒∃∃∃  葺≡∃∃∃  
く有効回答数〉  く169〉  く73〉  く29〉  く271〉  く33〉  〈315〉  
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結果のまとめ①  

による入院患者について、   

・ 入院期間によって、ADLの障害や身体合併症を持つ者の割合に大きな差はみられなかっ   
たが、長期の入院患者ほど、仏DLの障害を持つ者が多い傾向がみられ、入院期間1年以   
上では7割の患者がIADLの何らかの行為が「非常に困難」であった。  

ADLの援助を要する患者は、50歳未満では5％以下だが、65歳以上では4分の1以上と、年  

齢により大きな差がみられた。また、仏DLについても高齢患者ほど困難度が高かった。  

頑  

退院できる場合に適切と考えられる居住の場は、入院期間1年未満の患者では、「家族と  
同居」又は「入院前の自宅等」が約3分の2であったが、1年以上では約3割と少ない一方で、  
グループホーム・ケアホーム、社会復帰施設等との回答が多かった。  

65歳以上の高齢患者では、退院できる場合に適切と考えられる居住の場は「介護老人保  
健施設」、「介護老人福祉施設」、又は「社会福祉施設」との回答が4割以上を占めた。  

′  

・ 日中活動で必要なものとして、最も多い回答は「デイケア・ナイトケア等」、次いで「生活訓   

練」「生活介護」「地域活動支援センター」の順であったが、65歳以上の高齢患者では「生活   

介護」の割合が2番目に高かった。  
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結果のまとめ②  

地域で生活していく上で不可欠な支援としては、回答が多かった順に、医療機関や医療機  
関の相談員、市町村の専門職員、訪問看護、いつでも相談できる電話相談機関であった。  

ショートステイ、生活介護・生活訓練施設、地域活動支援センター、ホームヘルプ、金銭管  
理等の代行、権利擁護、保証人の代理、就職相談などの支援についても、「不可欠」や「あ  
る方が望ましい」との回答が多かった。  
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査の範囲では、入院期間1年以上の  
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・グループホームーケアホームに実際に居住した退院患者は約5％であり、今後退院できる患   

者の「適切な居住の場」としての回答よりも割合が小さカ）った。  
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3 統合失調症で、「近い将来退院の可能性なし」とされた  
患者像について  

⊥1  
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入院患者の状況・退院の可能性（入院期間別）   
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「近い将来退院の可能性はない」患者の  

ない理由  

0  10  20  30  

自傷行為・自殺企図の危険性が高い  

他号行為の危険性が高い  

迷惑行為を起こす可能性が高い  

治療・服薬への心理的抵抗が強い   

セルフケア能力に著しい問題がある  

重度の多飲水・水中毒  

アルコールー薬物・有機溶剤等の乱用  

陽性症状（幻覚・妄想）が重度  

その他   

叫  
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ADLの支援のレベル   

0  5  10  15  20  25  30  35  

（％）  

40   

状態の改善が見込まれず、  

近い将来退院の可能性はない  ベッド上の可動性  

移乗  

j  －  l   

食事  

トイレの使用  

上記のうち最も支援を要するもの  

現在の状態でも居住先・  

支援が整えば退院可能  
ベッド上の可動性  

移乗  

食事  

トイレの使用  

上記のうち最も支援を要するもの  

状態の改善が見込まれるので、  

居住先・支援などを新たに用意  

しなくても近い将来退院見込み  

ベッド上の可動性  

移乗  

食事   

トイレの使用  

上記のうち最も支援を要するもの  

状態の改善が見込まれるので  

居住先・支援が整えば近い将来  

退院可能  

ベッド上の可動性  

移乗  

食事   

トイレの使用  

上記のうち最も支援を要するもの  
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lADLの困難度  
0   10  20  30  40  50  60  70  80  90   100  

状態の改善が見込まれず、  
近い将来退院の可能性はない  

薬の一理  

t措の利用  

1い物  

交通手段の利用  

上妃のうち最も困難なもの  

食事の用意   

家事一般   

金銭一理   

薬の管理  

現在の状態でも居住先・  

支援が整えば退院可能  

t指の利用  

六い物  

交通手段の利用  

上記のうち最も困難なもの  

食事の用★   

家事一般   

金銭t理   

薬のt理  

状態の改善が見込まれるので、  

居住先・支援などを新たに用意  

しなくても近い将来退院見込み  

t紘の利用  

Tい物  

交通手段の利用  

上記のうち最も困難なもの  

食事の用意   

家事一般   

金銭管理   

薬の一理  

状態の改善が見込まれるので  

居住先・支援が整えば近い将来  

退院可能  

t括の利用  

∫い物  

交通手段の利用  

上記のうちtも困難なもの  48   



GAF（機能の全体的評定尺度）評点  

0  20  40  60  80   100（％）  

■～20  

□21～30  

日31～40  

□41～50  

田51～60  

皿61～70  
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居住先・支援が整った場合の退院の可能性  
全体  FO  き   FO  F20  

患者数  割合  患者数  割合  患者数  割合  患者数  割合   
現在の状態でも居住先・支援が整えば退院可能  1，585   9．0  1－328   9．4   257   7．4   659   6．5   

状態の改善が見込まれるので、居住先・支援な どを新たに用意しなくても近い将来退院見込み  1，015   5．8   99   6．5   96   2．8   426   4．2   

状態の改善が見込まれるので、居住先・支援が ばい  8，019  45．8  6，272  44．4  1，747  50．5  4．491   
整え近将来退院可能  

状態の改善が見込まれず、近い将来退院の可 い  6，959  39．8  5．601  39．7  
能性はな  

44，3                 4，564  45．0   
計  

は、F20（統合失調症）の患者のみに  

間27付問「可能性はない」患者の退院できない理由  

計   100．0  

；■1  

く有効回答数〉  く3．288〉   

間27 入院患者の状況（入院期間別）  
割合（％）  人数（人）  

1年未満  1年以上 5年未満  5年以上 10年未済  10年以上  合計   

35（；   106   69   127  658   

356   44   15  426   

995  1，250  741  1．494  4．480   

463  1．240  826  2．024  4．553   

2，1TO  2．640  1．647  3．660  lO．117   

1年未満  1年以上 5年未済  5年以上 10年乗法  10年以上  合計   

現在の状態でも居住先・支援が整えば退院可能   16．4   4．0   4，2   3．5   6，5   

状態の改善が見込まれるので、居住先・支援などを   18．4   
新たに用意しなくても近い将来退院見込み   

1．丁   0，7   0．4   4．2  

状態の改善が見込まれるので、居住先・支援が整え   45．9  47．3  45．0  40．8  44．3   
ぱ近い将来退院可能   

状態の改善が見込まれず、近い将来退院の可能性   21．3  47．0  50．2  55．3  45．0   
はない   

合計   lOO，0  100．0  100．0  100．0  lOO．0  

50   



問8－1過去3日間の日常動作（ADL）支援レベル  

状態の改善が見込まれ  
ず、近い将来退院の可  
能性はない  

（％）  自立  斗所、且登  援助、依存   

ベッド上の可動性   81．2  6．8  11．9   

移乗   79．8  7．0  13．2   

食事   69．9  18．9  11．2   

トイレの挿用   72了  10．1  17．3   
上記のうち最も支援を要するもの   64．3115．馴 19．了   

く有効回答散〉  

く4．487〉  

く4．485〉  

く4．486〉  

く4．483〉  

く4．488〉  

く有効回答数〉  

く4．557〉  

く4，557〉  

く4．552〉  

く4，550〉  

く4．557〉  

間9tADL（手段的日常生活動作）各項目の困難度  

状態の改善が見込まれ  
ず、近い将来退院の可  
能牲はない  

（％）  
間鴨ない  い〈らか用■  非≠に困難   

食事の用意   9．4  22．7  68．0   

家事一般   10，6  30．9  5臥5   

金銭管理   8．9  27．8  63．2   

薬の管理   7，5  29．5  63．1   

電話の利用   31．3  31．3  37．4   

買い物   19．5  34．5  46．0   

手段の利用   10．2  28．4  61．4   

上記のうち最も困難なもの  1 2．1  118．Ot 79．9   

く書効回答数〉  
く4，475〉  

く4．475〉  

く4，481〉  

く4．482〉  

く4．483〉  

く4．485〉  

く4．480〉  

く4．488〉  

〈有効回答数〉  
く4，556〉  

く4，553〉  

く4，551〉  

く4．551〉  

く4．553〉  

く4，552〉  

く4．550〉  

く4，55丁〉  

問15 身体合併症  

く有効回音数〉 く4．283〉   く有効回答数〉 く4．384〉  
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問16 GAF（機能の全体的評定尺度）評点  

状態の改善が見込まれ  
（％）  ず、近い将来退院の可  

能性はない   

0   0．了   

～10   4．0   

11～20   13．6   
21一｝30   44．7   
31～40 20．4   
41′・■50  7．1   
51～60   7．2   
61～70   1．8   
71～80   0．4   

81～90   0．3   
91～100   0．0   

計   100．0   

く有効回答数〉  く4．546〉  

状態の改善が見込まれ  状態の改善が見込まれ  
現在の状態でも居住  
先・支援が整えば退院        で、 
可能  も近い将来退院見込み  能   

6．5   2．1   2．1   
21．5   17．6   9．9   

37．4   35、0   32、3   

25．1   31．5   37．9   

7．8   12．4   ．15．6   

1．8   1．4   2．2   
100．0   100．0   100．0   
く85了〉  く426〉  く4，489〉   く有効回答数〉  く4．559〉  
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結果のまとめ  

統合失調症による入院患者について、  

「近い将来退院の可能性がない」と評価された患者は約45％で、特に入  
院期間が長いほど、その割合が高くなる傾向があった。  

退院できない理由としては、「重度の陽性症状」、「セルフケア能力の著  
しい問題」が多く、それぞれ約3分の1であった。また、迷惑行為の可能性、  
自傷■他害の可能性が高いこと、治療・服薬への心理的抵抗、水中毒な  
どとする回答があった。  

い」と評価された患者では、ADL、  な
 
 

性
 
 

ヒ
ヒ
 
 
 

また、「近い将来退院  
ム  

日   可
 
 

の
 
 

lADLの障害を有する者や、身体合併症を有する者の割合が高く、GAF  
や精神症状も重症度が高い傾向にあった。  
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＜参考：調査要領（抄）＞  
※間8 ADLへの支援のレベル  

a．ベッド上の可動性   
横になった状態からどのように動くか、寝返りをうったり、起き上がったり、ベッド上の身体の位置を調  

整する   

b．移乗   ベッドか らどのように、いすや車いすに座ったり、立ち上がるか（浴槽や便座への移乗昼除く）   

c．食事   どのように食べたり、飲んだりするか（上手、下手に関係なく）経管や経静脈栄養も含む   

d．トイレの使用   
どのようにトイレ（ポータブルトイレ、便器、尿器を含む）を使用するか。排泄後の始末、おむつの替え、  
人工肛門またはカテーテルの管理、衣服を整える（移乗は除く）   

0．自立  ：手助け、準備、観察は不要。また  

は1～2回のみ。  

1，準備のみ ：ものや用具を患者の手の届く範囲  
に置くことが3回以上。  

2．観察  ：見守り、励まし、誘導が3回以上  
3．部分的な援助：動作の大部分（50％以上）は自分  
でできる。四肢の動きを助けるなどの体重（身体）を  

支えない援間を3回以上。  
4．広範な援助：動作の大部分（50％以上）は自分  
でできるが、体重を支える援助（たとえば、四肢や体  
幹の重みを支える）を3回以上。  

5．最大の援助：動作の一部（50％未満）しか自分  
でできず、体重を支える援助を3回以上。  

・6．全面依存 ：まる3日間すべての面で他者が全  

面援助した。  

※間91ADLの困難度  

0．問題ない  

1．いくらか困難（援助が必要、非常に  

ゆっくりしている、疲れる）  

2．非常に困難（ほとんど、あるいは全く  

本人は実施できない）  
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※間16 機能の全体的評定（GAF）尺度  
・精神的健康と病気という1つの仮想的な連続体に沿って、心理的、社会的、職業的機能を考慮。  
・身体的（または環境的）制約による機能の障害を含めないこと。  
・点数（注：例えば、45、68、●72のように、適切な点数で評価）  

点   
機能の状態   

広範囲の行動にわたって最高に機能しており、生活上の問題で手に負えないものは何もなく、その人の多数の長所があるために他  

100′、91     の人々から求められている。症状は何もない。   
症状がまったくないか、ほんの少しだけ（例：試験前の軽い不安）、すべての面でよい機能で、広範囲の活動に興味をもち参加し、社  

90～81  
交的にはそつがなく、生活に大体満足し、日々のありふれた問題や心配以上のものはない（例：たまに、家族と口論する）。   

80～71   
症状があったとしても、心理的社会的ストレスに対する一過性で予期される反応である（例：家族と口論した後の集中困難）、社会的、  

職業的または学校の機能にごくわずかな障害以上のものはない（例：学業で一時遅れをとる）。   

70～61   いくつかの軽い症状がある（例：抑うつ気分と軽い不眠）、または、社会的、職業的または学校の機能に、いくらかの困難はある（例：  

時にずる休みをしたり、家の金を盗んだりする）が、全般的には、機能はかなり良好であって、有意義な対人関係もかなりある。   

60′－51   
中等度の症状（例：感情が平板的で、会話がまわりくどい、時に、恐慌発作がある）、または、社会的、職業的、または学校の機能に  

おける中等度の障害（例：友達が少ない、仲間や仕事の同僚との葛藤）。   

50～41   重大な症状（例：自殺の考え、強迫的儀式がひどい、しょっちゆう万引する）、または、社会的、職業的または学校の機能において何  
か重大な障害（友達がいない、仕事が続かない）。   

現実検討か意思伝達にいくらかの欠陥（例：会話は時々、非論理的、あいまい、または関係性がなくなる）、または、仕事や学校、家  

40～31  族関係、判断、思考または気分、など多くの面での粗大な欠陥（例：抑うつ的な男が友人を避け家族を無視し、仕事ができない。子ど  

もが年下の子どもを殴り、家で反抗的で、学校では勉強ができない）。   

行動は妄想や幻覚に相当影響されている。または意思伝達か判断に粗大な欠陥がある（例：時々、滅裂、ひどく不適切にふるまう、  

30～21  自殺の考えにとらわれている）、または、ほとんどすべての面で機能することができ窄い（例：一日中床についている、仕事も家庭も友                          ′  

達もない）。   

自己または他者を傷っける危険がかなりあるか（例：死をはっきり予期することなしに自殺企図、しばしば暴力的、躁病性興奮）、また  

20～11  は、時には最低限の身辺の清潔維持ができない（例：大便を塗りたくる）、または、意思伝達に粗大な欠陥（例：ひどい滅裂か無言  
症）。   

10～1   
自己または他者をひどく傷つける危険が続いている（例：何度も暴力を振るう）、または最低限の身辺の清潔維持が持続的に不可能、  

または、死をはっきり予測した重大な自殺行為。   

0   情報不十分   
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1．はじめに   

○ 発達障害については、平成17年から施行されている発達障害者支援法によって、発   

達障害者の自立と社会参加を目的として、都道府県・指定都市（「以下、都道府県等」と   

いう）への発達障害者支援センターの設置や発達障害情報センターの設置等様々な取組   

が行われてきたところであるが、同法の附則において、施行後3年を目途として見直し   
を行うことが求められている。   

○ また、本年7月には、発達障害者の支援と関係の深い障害児全般の支援について、障   

害保健福祉部長の私的検討会である「障害児支援の見直しに関する検討会」において、   

今後の障害児支援のあるべき姿と具体的な施策に対する検討報告書がまとめられたとこ   

ろである。   

○ このような状況を踏まえ、本検討会では、発達障害者支援に係る発達障害者支援法施   
行後の課題を整理した上で、「障害児支援の見直しに関する検討会」では議論されてい   

ない発達障害者支援固有の課題について、今後の対応の方向性の検討を行い、ここにそ   

の結果を報告書としてまとめるものである。  

○ なお、本検討会においては、発達障害者支援法の制定の趣旨を踏まえ、発達障害者支   

援法で定義された「発達障害」の定義の範囲の中で検討を行った。  

2．発達障害者支援の基本的な考え方と取組み   

○ 発達障害者については、一人一人が持つ学習面、行動面、社会性、コミュニケーショ   

ン等に係る課題に対して様々な分野が連携して対応能力の向上を図ることにより、適切な   

人間関係を構築し、二次的な障害の発生を防ぎ、自立・社会参加を可能にする効果が期待   

できることから、早期に発見し、適宜適切な支援を行っていくことが必要である。発達障   
害者支援法第1条においては、これを踏まえ「発達障害者の心理機能の適正な発達及び円   

滑な社会生活の促進のために発達障害の症状の発現後できるだけ早期に発達支援を行う   

ことが特に重要であることにかんがみ、発達障害を早期に発見し、発達支援を行うことに   

関する国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、学校教育における発達障害者   

への支援、発達障害者の就労の支援、発達障害者支援センターの指定等について定めるこ   

とにより、発達障害者の自立及び社会参加に資するようその生活全般にわたる支援を図り   

もってその福祉の増進に寄与することを目的とする」としている。   

○ このことを踏まえて、国及び地方自治体は、発達障害児の早期発見、早期の発達支援、   

保育、教育、放課後児童健全育成事業の利用、就労の支援、地域での生活支援や権利擁護、   

家族への支援等を行える体制と人材を整備し、発達障害のある人に対してライフステージ   

を通して一貫した支援を提供することをその責務とされており、政府として以下の領域に   

おいて施策を実施してきた上ころである。   

ア．地域支援体制の整備  

発達障害に早期に気づいて支援をすること。発達障害に気づいてから診断を受けるまで   

の期間が長期にわたる場合であっても支援の提供ができる体制を整備すること。発達障害   

者への支援が一貫性をもって提供されること。   

イ．支援手法の開発  
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一人一人の能力のアンバランスさや、環境による適応性の変化等の評価（アセスメント）   

と、能力・環境の変化に応じた再評価の継続（モニタリング）に基づいた支援が、全国の   

どこに住んでいても受けられるようにすること。そのために、支援手法を収集し、その効   
果等について国として客観的な検証を行った上で普及を図ること。   

ウ．人材の育成  

適切な支援を提供するためには、現場で直接発達障害者を担当する着から専門的な支援   

を行う者まで、重層的に人材を育成することが必要であり、それぞれの役割に応じた研修   

等の機会を提供すること。   

エ．情報提供・普及啓発  

発達障害の特性が周囲に理解されるように、発達障害についての情報をわかりやすく  

周知すること。  

3．発達障害者支援における課題   

発達障害者支援の基本的な考え方に基づいて、以下の2つの観点から発達障害者支  
援に係る現在の課題を整理した。  
○当事者とその家族に対する支援提供の流れに沿った課題  

一人一人の発達障害者とその家族に対して、発達障害に気づく段階から適切な  

支援を受ける段階まで切れ目のない支援体制を整備することが大切であるとの   

観点  

○発達障害者支援に関わる者の役割と課題  
様々な立場から関わる者の役割を整理し、一人一人に必要な支援が生活全般に  

わたる領域から受けられるようにすることが大切であるとの観点  

（1）当事者とその家族に対する支援提供の流れに沿った課題   

ア．基本的考え方   

全てのライフステージにおいて、必要な支援を様々な分野の関係者が共通の視点に  

立って連携をとりながら、継続的に提供できるような体制の一層の整備が必要である。   

イ・個別の論点  

（ア）気づきに関する課題   

○ 当事者とその家族、保育士、幼稚園及び小中学校等の教諭、ハローワーク相談   
担当者等の直接処遇職員が発達障害の可能性に気づくためには、普段から発達障   

害の特性に関する信頼のおける情報がわかりやすく様々な形で提供されているこ  

とが必要である。【情報提供・普及啓発】  

○ 発達障害については、タイプによっては1歳6か月児健診や3歳児健診などを   
契機にわかる場合がある。健診時点では疑いにとどまる場合も含め、確実にフォ   

ローを行い、‘必要に応じて医療・保健t福祉等の専門機関につないでいく体制を   
地域で作ることが必要である。また、直接処遇職員が発達障害の可能性に気づい   

た場合にも、当事者とその家族に対して適切な情報提供が行えるよう、専門的な   

人材によるバックアップ体制の充実が必要である。【地域支援体制の整備】【人   

材の育成】【情報提供・普及啓発】  
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○ 当事者（青年期・成人期の場合）とその家族が、直接処遇職員よりも先に発達   
障害の可能性に気づいて心配している時にも、確実にフォローを行い、必要に応   

じて専門機関につなげる体制を作ることが必要である。【支援手法の開発】【人   

材の育成】【情報提供・普及啓発】   

（イ）診断前支援に関する課題   

○ 家族が心配して発達障害の専門的な相談機関や診療機関に相談しようとして   

も、当該機関の相談開始日まで、長期の待機を余儀なくされることがある。発達   
障害の確定診断前から支援が受けられるようにすることや、例えば家族の心が揺   
れているような段階に、支援を体験利用できるようにすることも必要である。【地   

域支援体制の整備】【支援手法の開発】【人材の育成】  

○ 当事者とその家族が発達障害に気づき取り組む準備ができていない場合には、無理   

に診断につなげようとするよりも、日常生活の中で生じている問題の整理とその時点   

で取り組むことができる具体的な対処方法の提示が必要である。【支援手法の開発】   

【人材の育成】【情報提供■普及啓発】  

ヽ  

（ウ）診断に関する課題  

○ 当事者とその家族が発達障害に気づき適切な対応を希望するときに、的確かつ達や   
かに診断し、必要に応じて適切な治療ができる専門性を有する医師の確保を進めるため   

の対策として、発達障害の診断及び治療に係る人材養成の弓毒化が必要である。【調査・   

研究】【人材の育成】   

○ 診断後の家族に対する支援としては、まずは専門性を有する相談機関・支援検閲   
の専門性を向上させ、その家族が地域から社会的及び心理的に孤立しないよう、   

様々な情報を提供し、地域において当事者及びその家族を支える仕組みを構築す   

ることが必要である。また、既に発達障害児を育て様々な経験のある親の話を聞いた   
り、現に発達障害児を育てている親同士で相談や情報交換を行ったりするピア・カウン   

セリングやペアレントメンターも孤立化を防ぐ選択肢の一つとして活用すること   
が必要である。【地域支援体制の整備】【人材の育成】   

（工）アセスメントやモニタリングに関する課題   

○ これまでは一人一人のニーズに合わせた支援提供のために必要なアセスメントやモ   

ニタリングが、医療・保健・福祉・教育・労働等の各分野において、個々様々に行わ   
れていたことから、今後は、基盤となる共通のアセスメントやモニタリング方法の開   
発が必要である。【地域支援体制の整備】【支援手法の開発】【調査・研究】   

○ また，．発達障害者に適したアセスメントやモニタリングを行う専門家の養成が必要   

である。【人材の育成】   

（オ）支援に関する課題   

○ 発達障害者に提供されている様々な支援手法が、十分な検証を受けていない   

現状にあること、及び検証された支援手法を適用する際は、発達障害者に適し  
たアセスメントを踏まえた上でなされることが必要であることから、国として   

効果等を客観的に検証した支援手法のメニューを整備し、普及することが必要   

である。また、検証された支援手法を適用する際は、発達障害者に適したアセスメ  

ントを踏まえた上でなされることが必要である。【支援手法の開発】【情報提供・  
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普及啓発】  

○ これまでは、直接処遇職員や専門的な支援を行う者がいかに支援を行うかと  

いった視点からの支援手法の研究や普及啓発が主であったが、今後は、当事者  

とその家族自身がその能力を高め問題を解決できるように支援すること、地域  

と当事者及びその家族が連携できるように支援することなどの視点からの研究  

や普及啓発も必要である。【支援手法の開発】【調査・研究】【人材の育成】  

【情報提供・普及啓発】  

○ 発達障害の青年期・成人期における支援のうち、就労支援分野に関する支援  

手法の開発は進みつつあるが、その開発・活用については更に推進することが  

必要である。また、老年期までを魂野に入れた職業生活を含めた社会生活の支援に  

ついては未だ支援モデルが十分に開発されていないため、重点的に開発するこ  

とが必要である。【地域支援体制の整備】【支援手法の開発】   

（力）連携に関する課題   

○ 発達障害者支援を適切に行うためには、その時々に応じて、医療・保健・福祉・教  
育一労働等様々な関係機関が内部及び相互の連携を図りつつ支援や研修を行うことが  

必要であり、地域自立支援協議会の活用等により、関係機関や関係者の連携システム  
を構築することが必要である。  

また、個人情報の取扱いに留意した上で、要保護児童対策地域協議会や特別支援教育  
のための協議会等と連携を図っていくことも必要である。【地域支援体制の整備】  

○ 文部科学省と厚生労働省等関係府省が、発達障害の施策について連携して行  

う機会は増えているが、具体的な事業や研究等について、更に連携を強化する  
ことが必要である。【地域支援体制の整備】【調査・研究】   

（2）発達障害者支援に関わる者の役割と課題   

ア．基本的考え方   

発達障害者支援を推進する際には、支援に関わる者が求められる役割を把握し、その支  
援を行うという意識を持つことが重要であるため、直接処遇職員、発達障害についての専  

門的な支援を行う者、発達障害者支援センター、市町村、都道府県等、国それぞれの基本  

的な役割を明確にする必要がある。   

イ．個別の論点  

（ア）直接処遇職員の役割と課題   

○ 保育所、学校、福祉サービス事業所、ハローワーク、児童養護施設等の直接処遇職  

員は、日常業務において、当事者とその家族に関わる機会が最も多いため、発達障害  

の特性や支援方法に関する理解を深め、当事者とその家族に対する基本的な支援が行  

えること、専門的な支援を行う機関への相談や紹介ができることが重要である。  

○ そのためには、適切な研修への参加を積極的に行うとともに、日頃から専門的な支  
援を行う機関との連携を図り、必要に応じて連絡の取れる体制を確保することが必要  

である。   

（イ）発達障害について専門的な支援を行う者の役割と課題   

○ 医療機関、保健所・保健センター、精神保健福祉センター、教育センター、障害者  
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職業センター、障害児通園施設、児童デイサービス等の機関で専門的な支援を行う者   
は、当事者やその家族からの相談や直接処遇職員からの相談に対し、発達障害につい  

ての専門知識に基づいて相談等への適切な対応が求められるため、発達障害について  

信頼のおける情報を常に把握し、的確な助言をするよう努めることが重要である。  

○ そのためには、日頃から適切な情報の収集や研修への参加を積極的に行うとともに、  

ケースカンファレンスの実施等により的確な助言をするための技術を高めることが  

必要である。   

（ウ）発達障害者支援センターの役割と課題   

○ 発達障害に関する相談については、特定の障害や年代だけに偏らず、必要とする当   
事者とその家族、関係者に対して適切なアセスメントや相談等の対応が提供できるこ  

と、また、直接処遇職員や発達障害について専門的な支援を行う看では対応が難しい  

場合には、より専門的な支援を行う立場から責任ある対応ができること、都道府県等  
の全休の状況を把握し、対応することが重要である。  

○ そのためには、日頃から都道府県等における発達障害者支援の中核機関であること  

を十分に意識して業務を行い、効果的な支援体制が構築できるよ引こ積極的に関係機  

関との連携を深めることが必要である。  

○ 専門性の高い職員の育成とともに、ボランティアの育成は非常に重要な課題であり、  
家族同士で相談や情報交換を行うピア・カウンセリングやペアレントメンターの養成  

についても検討することが必要である。   

（エ）市町村の役割と課題   

○ 市町村は、国や都道府県の提供する発達障害者支援のモデルを参考にしながら発達  
障害者支援に関する事業を実施し、また、個別の支援計画の提供や人材の育成、住民  

に対する普及啓発等を行うことが必要である。  

○ また．．地域自立支援協議会の活用（子ども部会の設置等）等により関係機関や関係  

者の連携システムを構築していくことや、個人情報の取扱いに留意した上で、要保護  
児童対策地域協議会や特別支援教育のための協議会等と連携を図っていくことも必  
要である。   

（オ）都道府県等の役割と課題   

○ 都道府県等は、当該自治体の発達障害者の置かれている状況を把握し、発達障害者  
支援に関する事業を実施するとともに 

ことが必要である。  

○ また、発達障害者支援センターを中心とした連携体制の構築を進めるとともに、専  
門医療機関や精神保健福祉センター、保健所、児童相談所や特別支援学校等との協力  
体制を構築することも必要である。   

（力）国の役割   

○発達障害者支援にとって必要となる支援手法等の開発や研究、専門的な人材の養成、  
社会全体に対する発達障害の正しい理解の普及啓発を更に進めることが必要である。  

○また、全国への情報発信の拠点となる発達障害情報センターや（独）国立特別支援教  
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育総合研究所の発達障害教育情報センター等の基盤整備を行うことも必要である。   

○更に、地方自治体の取り組む発達障害者施策について、基本的な方針を示すとともに、   
効果的な取組を行っている自治体の事例の紹介を行う等の対応も必要である。  

4 今後の対応の方向性   

「3 発達障害者支援における課題」で整理した事項を踏まえ、今後の発達障害者支援  
施策については、以下の方向性で取り組んでいくべきである。  

（1）地域支援体制の整備   

ア．基本的考え方   

○ 発達障害者について、医療・保健・福祉・教育・労働など様々な関係者が支援を行  
うことが必要であるが、様々な分野の関係者が共通の視点に立．って連携をとりな  

がら、継続的に当事者とその家族を支援していくためには、どのような役割分担の上   
でそれぞれが支援していくかを明らかにした「個別の支援計画」ゐ作成・活用や、関  

係者による支援会議の開催が必要である。  

○ 直接処遇職員に対して専門機関が行うバックアップ体制の整備、発達障害のアセス  
メントを行う機能の強化が必要である。  

○ 更に、発達障害者への就労支援については、開発された支援モデルに基づくプログ  
ラムの普及について、更なる強化が必要である。   

イ．対応の方向性   

○ 都道府県は、文部科学省の施策である発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業  
と連携して行っている発達障害支援体制整備事業において取り組まれている市町村等  

の「個別の支援計画」作成状況を調査し、必要に応じて発達障害者支援センター職員  
が市町村の担当部署に対して発達障害者の個別の支援計画作成と活用に対するサポー  

トなどを行う。また、国においては、「個別の支援計画」に基づく支援を効果的に実  

践している地方自治体の事例集を作成する。  

○ また、発達障害者支援センターについては、各都道府県等の整備状況をふまえなが  

ら、専門的なアセスメントやモニタリングを行う機関としての位置付けを明確にする  

とともに、発達障害について専門的な支援を行う者と協力しつつ直接処遇職員に対し  

て／くックアップを行う体制整備を行う。  

0 さらに、国の就労支援については、ハローワークの休制を強化させるとともに、障  
害者職業総合センターで開発された技法により、地域障害者職業センターで試行実施  
されている「発達障害者に対する専門的支援のカリキュラム」の全国実施に向けた障  

害者職業カウンセラーの増配、さらなる技法の開発等の体制整備を行う。  

（2）支援手法の開発  
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ア．基本的考え方   

○ 発達障害者については、当事者とその家族の状況やニーズが個々様々であることか  

ら、一般施策を含めて様々な種類の支援をきめ細かく提供できるように支援手法の充  

実を図ることが必要である。  

○ また、支援手法の中で十分に検討されていない分野についても、随時開発を  
行うことも必要である。   

イ．対応の方向性   

○ 支援手法の開発の状況を踏まえ、支援手法を収集し、その効果等について客  
観的な検証を行ったうえで 

○ また、発達障害の青年期・成人期（就労後から老年期を含む）における老年  
期までを視野に入れた職業生活を含めた社会生活の支援（本人の能力を高めるための  

働きかけやカウンセリングを含む。）、発達障害に適したアセスメントやモニタリ  

ング、当事者や家族自身が問題の解決を図るための方法の開発を行う。  

（3）調査・研究  

ア．基本的考え方  

○ 発達障害者の実態把握や、発達障害の原因の究明、発達障害の診断及び治療、発  

達障害支援の方法等に関する必要な調査・研究を行うことが必要である。   

イ．対応の方向性  

○ 発達障害の調査研究についての検討を行う場を設けたうえで、発達障害の調査・  
研究にとって重要な共通の評価尺度の開発、発達障害に関するデータベースの構築等  

に取り組むとともに、不足している分野における調査・研究についても重点的に取り  

組む。  

（4）人材の育成   

ア．基本的考え方   

○ 発達障害の支援に関する人材の養成・研修は各分野で取り組まれているが、その内  
容の統一性、研修成果の活用はまだ十分ではないことから、各分野の取組状況をふま  
えつつ、一貫した支援を提供するための標準的なテキストやマニュアル作成、直接処  

遇職員の中に発達障害者に対する支援に詳しい職員を養成するための研修、研修後の  

人材活用を推進することが必要である。  

○ また、発達障害に関する診断やアセスメント、モニタリングを行える人材を充実さ  
せること、家族同士が相互に支援を行うことができるようにすることも必要であ  

る。   

イ．対応の方向性   

○ 発達障害者支援のための各分野共通のテキストやマニュアルを作成し、それ  

ぞれの分野が行う研修に利用する。  
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○ 支援手法の開発の状況を踏まえ、発達障害の診断や治療を行う医師をはじめ  

として専門的な支援を行う人材を養成する観点から、実際に発達障害の支援等  
に取り組んでいる施設等における実地研修のシステムづくりに取り組む。また、  

発達障害の診断を受けた者の家族同士という立場でピア・カウンセリングを行  

い、当事者とその家族による問題解決を支援する、いわゆるペアレントメンタ  

ー（ボランティア）の養成を行う。   

（5）情報提供・普及啓発   

ア．基本的考え方   
○ 発達障害についての誤解や偏見から支援に結びつかない場合があること、発達障害   

の相談窓口の情報周知が不十分なため相談につながっていない場合があること、発達   

障害についての信頼のおける支援手法の判断が専門家以外では難しいこと、発達障害  
についての良いモデルを開発し実践しても情報が集約されていないために、それらが   

広がっていない等の課題があることから、適切な情報の収集t分析を行った上で受け   

手に合わせた様々な方法を用いた信頼のおける情報を提供することが必要である。  

イ．対応の方向性  

○ 国において、現在の発達障害情報センターの機能を強化するとともに、（独）国立   
特別支援教育総合研究所の発達障害教育情報センターと緊密に連携を図りながら、必   
要な情報の収集、分析、発信が適切に行えるような体制の強化を図る。   

○ 地方自治体においても、発達障害者支援センターと連携し、相談資源の情報等が提   
供できるように整備する。  

5 おわりに   

今回の報告書においては、発達障害については、一人一人が持つ学習面、行動面、社会  

性、コミュニケーション等に係る課題に対して様々な分野が連携して対応能力の向上を図  
ることにより、適切な人間関係を構築し、二次的な障害の発生を防ぎ、自立・社会参加を  

可能にする効果が期待できることから、早期に発見し、適宜適切な支援を行っていくこと  

が必要であるという視点の下に、いつでもどこでも発達障害者に適切な対応が提供できる  
ような社会の実現に向けて、個別支援計画に基づく地域の支援体制の強化を図ること、そ  
のために必要となる支援手法の開発や調査・研究、人材育成を行うこと、加えて社会全体  
に対する普及啓発を行い正しい理解を広げること等の施策を更に推進するための取組み案  

を整理した。   

厚生労働省において、この検討結果を踏まえ、関係部局及び関係府省等との連携をより  
一層強化するとともに、引き続き発達障害のある当事者とその家族を支援していく具体的  
な仕組みについて検討し、効果的な施策を実施していくことが不可欠である。   

この報告書が、発達障害があっても誇りを持って生きられるような社会づくりに資する  

契機となることを願うものである。  
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